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むすびにかえて
はじめに
わが国の会計検査院は、公金（税金）支出の監視、施策の効率性や実績
に対する評価などの面で重い役割を担っている。しかし、役所によるデタ
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ラメな公金支出は後をたたない。国の各省庁、地方自治体、公庫・公団な
どでの空出張や不正経理のみならず、警察・検察などの犯罪捜査機関にま
で裏金操作疑惑がもちあがる始末である。公金（税金）の「出」をチェッ
クする官の機関、会計監査院のあり方が問われている。「内閣から独立し
た憲法上に機関として、国や法律で定められた機関の会計を検査し、会計
経理が正しく行われるように監督する責務を果たしています」が同院の
ホームページ（HP）でのうたい文句である。しかし、その責務を十分に
果たし得ているのだろうか？このうたい文句と実績との問には乖離がある
ようにみえる。言い換えると、公金（税金）を使った公金（税金）支出の
監視には、いろいろな意味で、限界があることを物語っている。
　わが国で、役所の裏金の実態把握や不正経理をはじめとしてさまざまな
公金（税金）のムダ遣いの告発に大きな役割を果たしている組織として
「市民オンブズマン」がある。「市民オンブズマン」は、国、地方自治体、
その他公的機関や団体等における公金支出が絡む不正・不当な行為を監視
し、これを是正することをねらいに精力的に活動している。税金を払って
いる市民・納税者の力強い味方である。全国各地に網の目のように存在す
る。公金（税金）を一切使わず、手弁当でその組織を支える無償ボランティ
アや市民の寄附で支えられている。
　この点、アメリカの場合はどうなのであろうか。連邦議会には、政府
検査院（GAO＝GovemmentAccountability　OfHce、旧会計検査院〔General
Accounting　Of飾e〕2004年7月7日に改称）が置かれている。GAOの業
務は、議会の各種委員会からの検査（review）依頼に基づく、各政府機関
の監査（audits）、施策評価（プログラム評価）、実績評価（パフォマンス
評価）が中心である。他に、制定法上の義務としての監査（audits）や、
議会各種委員会公聴会での証言（testimony）、さらには、議会における立
法の補佐などの任務もこなしている。このように、GAOは、立法府に置
かれ、公金（税金）の使途などを含めた政府機関（行政機関）の業務を独
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立して評価・監視などをする“官”の機関である。
　　　　　　　　　　　　みん　アメリカにおいても、‘‘民”、すなわち市民団体（NPO）による税金の使
途を監視する活動は非常に活発である。むしろ、公金（税金）の使途につ
いては、公金（税金）を使わないで「民が官」を監視する手法が積極的に
活用されているといっても過言ではない。市民・納税者も、この種の団体
に寄附金の支出を惜しまず、熱いエールを送っている。これらアメリカに
おける民間の「公金（税金）使途監視団体」の活動のターゲットは、広い
意味では「公金（税金）の役所や企業によるムダ遣い」の撲滅にある。し
かし、内容的にみると、たんに「ムダ遣いの告発・実態の公表」のみなら
ず、「公金の不正請求告発訴訟」や「議員の地元利益誘導による不公正な
税の使途」にまで及んでいるのが特徴である。
　市民は、研究者を含めて、官尊民卑のような思考に慣らされているため
か、‘‘公金（税金）を使って公金（税金）の使途を監視する”ことの不経
済性（外部不経済性）に疑問を抱かなくなってしまっている。しかし、む
しろ、‘‘公金（税金）を使わないで公金（税金）の使途を監視する”仕組
みをつくりあげられてこそ、「市民が主役」の国家のかたちが真実のもの
になるのではないかと思う。頭の切換えが必要である。
　公金（税金）の使途を監視する制度のあり方については、「官・官」（官
による官その他官の影響下にある団体・企業などの）監視に加え、「民・
官」（民による官その他官の影響下にある団体・企業などの）監視の視点
も織り込んで考える必要がある。「官・官」監視だけを正当視する、さら
には、そのことによって「民・官」監視が軽視されることがあってはなら
ない。むしろ、「官・官」監視の仕組みについての外部不経済性を監視す
る民の組織（NPO）があって当然である。また、「官・官」監視の仕組み
と「民・官」監視の仕組みとは、それぞれの役割に応じて競い合い、すみ
分けも可能である。
　そこで、本稿では、アメリカにおける主要な民間の「公金（税金）使途
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監視団体」の種類、役割、活動実績、さらには‘‘公金（税金）を使わない
で公金（税金）の使途を監視する”仕組みや手法の意義などについて、簡
潔に紹介し、資料を提供することにする。
1　公金（税金）を使った公金（税金）の使途監視機関
　アメリカの納税者・市民は、わが国とは比べものにならないほど血税の
使い途にっいて強い関心を持っている。また、‘‘民間の公金（税金）使途
監視団体（「民・官」監視団体）”による積極的な活動も目立っ。こうした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「民・官」監視団体については、「官・官」監視機関と対比しながら、その
役割や実績などを含めて、検証する必要がある。
　そこで、まず、アメリカの「連邦」における公金（税金）と使った公金
（税金）の使途の監視、チェックシステムについて取り上げてみたい。
1　公金（税金）を使った公金（税金）の使途監視の仕組み
　わが国の国会と同様に、アメリカにおいても、公金支出のチェックをは
じめとした役所（行政府）の活動を監視する任務は、本来、連邦議会（立
法府）にゆだねられている。とくに、大統領制をとるアメリカの場合、厳
格な三権分立をとっており、「行政府を立法府（議会）がチェックする」
という権能分担は明確である。それに、アメリカでは、法案を役所（行政）
が仕上げて、内閣を通じて国会に出してくる「政府立法（閣法）ルート」
はない。これも三権分立が厳格な証拠ともいえる。アメリカ連邦議会にお
いては、法形式的には、すべて「議員立法ルート」である（1）。
　民主国家においては一般に、立法府に、行政府が血税（公金）をムダ遣
いしていないかの監視を義務づけている。わが国の場合、税金（公金）支
（1）　邦文による詳しい分析について詳しくは、拙論「アメリカの租税立法過程の研究
　（1）」白鴎法学14巻1号、拙著『透明な租税立法のあり方』（2007年、東京税理士
　政治連盟）第10部参照。
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出の監視、施策の効率性や実績の対する評価などの役割を担ってきている
“官”の機関は、会計検査院である。もう一っ、総務省の行政評価局とか
地方の出先機関がある。ここも、行政監査（事業監査）とか、行政評価と
かの業務をこなしている。ただ、これは、行政府に置かれた機関である。
2　連邦GAO（政府検査院）とは
　わが国の場合、会計検査院は、憲法上は独立した組織であるが、性
格的には行政機関の一つである。アメリカの連邦「政府検査院（GAO＝
GovemmentAccountability　OfHce）」は、独立しているが、立法府に置か
れ、議会活動を支援する機関である。
　GAOの本部は連邦の首都ワシントンD．C．にある。また全米に11の事務
所を置いている。従業者は約3，300人で、そのうち3分の2が本部勤務で
ある。院長（ComptrollerGenera1）は、15年の任期で議会が任命する。
（1）GAOの組織
　政府検査院は、旧会計検査院〔GeneralAccounting　Of且ce〕が2004年7
月7日に改称されたものである。2004年7月7日の改称は、GAOが各政
府機関に対する説明責任（accountability）を求める機関を目指す趣旨とと
れる。つまり、GAOの中心的業務である検査（review）においては、検査
対象とする行政機関（政府機関）に、説明責任を求め、報告書にまとめ、
立法府に提出する機関を目指したのではないかと思う。
　また、2004年のGAO改革法の表題は「GAO人的資本改革法（GAO
Human　Capital　Reform　Act　of2004）」である。このことからもわかるよ
うに、2004年の組織改革では、とりわけ、スタッフの任期雇用制や成功
報酬制の導入など、人材活用の効率化をはかることもねらいであった。
GAOは、連邦行政機関に対して、行政改革、効率的な行政運営をするよ
うに求めている機関であることから、自らの身を清める意味合いもあった
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ものと思われる。
（2）GAOの使命
　すでにふれたように、アメリカのGAOは、議会活動を支援するねらい
で、議会に設置された独立した機関である。GAOの業務は、議員ないし
議会の委員会（委員長や野党長老議員を含む）から検査（review）依頼（諮
問）に基づいて、各政府機関の監査（audits）、施策評価（プログラム評価・
program　evaluぬon）ないし実績評価（パフォマンス評価・perfomance
evaluぬon）を実施し、勧告（諮問・recommendation）を織り込んだ検査
報告書（report）の作成を行うことが中心である。加えて、GAOは、制定
法上の義務としてあるいは議会委員会報告書による求めがあれば、検査を
実施しなければならない。「施策評価（プログラム評価）」とは、各政府機
関の政策の経済性とか、効率性とかのチェックである。また、議会各種委
員会公聴会での証言（testimony）にも立っている。さらに、GAOの法制
局（0伍ce　ofthe　General　Counse1）は、連邦の公金の使途およびそれに関
連する事項にかかる法的判断や見解表明を行っている。加えて、立法の補
佐などの業務もこなしている。
（3）GAOの検査報告書等
　例えば、上院議員は、GAOに対し、公的健康保険（メディケイド、メ
ディケア）の不正受給の検査（review）を依頼することができる。また、
例えば、下院の委員会（committee，subcommittee）～委員長ないし野党
の長老議員を含む～は、GAOに対し、予算規模を上回る軍の武器調達の
実態検査やその原因究明を依頼することができる。ほかに、依頼は、原子
兵器の安全保管や危険性の検査、国土安全保障省のテロリスト抽出システ
ムの欠陥に関する検査、新型インフルエンザ対策の実効性の検査、課税庁
（IRS）の申告システムの非効率度の検査等々、広範にわたる。
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　GAO業務の成果（検査・証言など）は、さまざまな文書のかたちで公
表される（2）。その中心は、勧告（recommendations）を付した「報告書
（reports）」である。一般に「青書（blue　books）」と呼ばれる。連邦議会
公聴会での「証言（tes廿mony）」もGAOの成果の一つである。こうした
証言は、文書として公表されている。さらに、勧告が付いていないが、
GAOが特別に注意を喚起したい事項や感心層が限られる事項などをまと
めた「ニューズレター（1etters）」がある。こうした成果は、総計で年900
件を超える。
《議会の行政府監視権能行使の法的根拠》
　アメリカ連邦議会の「行政府監視（congressional　oversight）」の権能に
ついては、連邦憲法上は明文規定がない。一般には、連邦憲法1条1節
「この憲法により与えられる立法権はすべて合衆国連邦議会に属する」に
ある議会の立法権を達成するための権限に含まれる「黙示の権能（implied
power）」であると解されている。したがって、議会の行政府監視権能は、
三権分立の民主政体の下、権力を相互に‘‘チェック・アンド・バランス”
するために必須のものとされる（3）。
　連邦憲法によると、議会は、さまざまな連邦プログラムに予算を充当す
る権限を有し、他に軍隊を維持し宣戦を布告することから州際通商や国際
通商を規制することまで広範な権限を有している（連邦憲法1条8節1項
～17項）。加えて、連邦議会は、こうした権限「及びこの憲法により合衆
国政府又はその各部門若しくは公務員に対し与えられて他の一切の権限
を執行するために、必要かっ適切なあらゆる法律を制定する法律を制定」
（同18項～引用者傍点）する権限を有している。まさに、議会の行政監視
（2）　機密扱いされない限り、公表が原則である。また、機密扱いでない文書でも、議会
　の求めがあれば、GAOは、30日問公表を控えなければならない。
（3）　　See，WJ．01eszek，“Legislative　Oversight，”Congressional　Proce（iure　an〔l　the　Policy
　Process（2005，CQ　press）at2748ムsεσ．
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権能は、こうした憲法上の規定に由来すると解されているわけである。一
方、連邦最高裁判所も、1927年に、議会の行政監視権能を認める判断を
下している（4）。
　一般に、連邦憲法の‘‘必要かつ適切（necessaryandproper）”の文言
は、議会がそこに設けている委員会を通じて行政の執行状況を監視でき
る法律を制定することを認めること、と解されている。これを受けて、
議会は、自らの行政府監視権能を法的に確認すべく、各種の法律を定め
ている。「1946年議会再編法（Legislative　ReorganizぬonAct　of1946）」が
最初の根拠法である。この法律は、1970年に改正、適正化された。この
他、「1993年政府業績・成果法（GovemmentPerformance　and　ResultsAct
of1993）」は、連邦行政機関がたてたプログラムの執行計画、目標および
成果を年次報告書にして議会に報告するように義務づける。同法による
と、各機関には監察官（IG＝lnspectors　Genera1）が置かれ、監察官は、浪
費、不正、濫費等の事実を発見した場合には、その機関の長と議会に対し
て報告するとともに、是正措置を講じるように勧告する（5）。同時に、監察
官は、とくに重大な問題については、その機関の長が調査し報告書を作成
したうえで、それを公表するように指示する。その長は、その報告書を7
日以内に議会にも送達することになっている。一方、その機関の監察官
は、公聴会での証言、面談、書簡、電子メールなどをとおして議員、議
会スタッフとの交渉をすすめることになる。さらに、「2000年報告書整理
法（Reports　Consolidation　Act　of2000）」は、報告書の送達にあたり、各
機関の監察官が、決められたフォーマットに従い、その機関の最も重大な
運営・執行上の問題を確認し、改善点をまとめるように求めている。これ
（4）　See，McGrainv　Daugher以273U．S．135，177（1927）．
（5）1978年監察官法（lnspectorGeneralActof1978）は、連邦の各行政機関に監察官室
　の設置を義務づけ、その機関の職員から申立のあった苦情その他の内部告発を調査
　し、その長への報告ないし必要な場合には是正措置の勧告を行う権限を与え、同時
　に議会への報告などを義務づけた。
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は、報告様式をフ寿一マット化し、各行政機関の運営状況と改善点を効率
的にまとめて公表するように求めることで、議会、大統領および一般大衆
に対する説明責任を容易に果たせるようにしようという趣旨のものであ
る。また、連邦公務員法（CivilServiceReformActof1978）その他さまざ
まな連邦法に盛られた公的部門での内部告発（whistle　blo輌ng）を促す規
定も、議会や議員などに対し有益な内部情報を提供する根拠法になってい
る（6）。例えば、軍隊内部告発者保護法（MilitaryWhistleblower　Protec廿on
Act～合衆国法典10巻）1034条〔保護される通信；報復的人事の禁止〕で
は、兵役に就いている者と連邦議員または軍の監察官（IG）との通信を
制限することを禁止している。また、通信したことで報復的な人事をする
ことも禁止している。これにより、内部告発者を保護するとともに、現実
の運用はともかくとして、制度として連邦議会が軍に対する監視権能を行
使できる仕組みになっている。
《議会の行政府監視権能行使と上下各院の規則》
　上下各院の規則は、各院の個々の委員会が所管する事項に関する行政府
の監視権能について規定している。通例、議会の行政府監視権能は、常任
委員会を通じて行使されるが、案件によっては特別委員会を通じて行使さ
れることもある。例えば、下院規則では、所管の常任委員会は、行政府の
監視を行う場合には小委員会を設けてこれを行うように求めている。ま
た、下院規則では、各委員会に対して、それぞれの監視議題のリストを作
成し、下院の政府改革委員会（House　Committee　on　GovemmentReform）
へ提出するように求めている。これは、議会が、下院に置かれている委員
会全体にどのような議題があるのかを確認することがねらいである。な
お、下院政府改革委員会は、下院各委員会での議題を収集・統括し、印刷
（6）　See，B．D．Fong，イ輪istleblower　Protection　and　the　Office　of　Special　Counsel：The
　Development　ofReprisal　in　the1980’s，”40Am．U．L　Revほ015（1991）．
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物にする任務を負っている。
　さらに、議会は、税務行政庁（IRS一内国歳入庁）の監視にっいては、
恒久的な「両院合同委員会（joint　committees）」とりわけ「両院合同租税
委員会（」σr≒JointCommittee　onTax甜on）」、下院歳入委員会に置かれた
「監視小委員会（Sub－committeeonOversight）」、上院財政委員会に置か
れた「課税・内国歳入庁監視」小委員会（Subcommittee　on　Taxation　and
IRSOversight）などをとおしても、これを実施している。
《議会の行政府監視の目標》
　連邦議会によるこの種の“監視（oversight）”のターゲット（標的）は、
「行政府（executive　branch）」である。行政府監視の目標を、具体的に図
示すると、次のとおりである（7）。
◎　議会による行政府監視の具体的な目標
・政府作用の効率性、経済性及び能率の改善、
・施策（プログラム）評価および実績（パフォマンス）評価、
・質の悪い管理、浪費、濫費、恣意的かっ気紛れな行動または違法か
っ違憲な行動の防止ならびに抑止、
・市民権および憲法上の権利の保護、
・公益が関係する行政府の政策を保護し、かつ、一般大衆に周知する
　こと、
・新たな法案を発議するためまたは現行法を改正するための情報を収
集すること、
・立法意思を行政に遵守させること、ならびに、
・行政による議会の権能および特権に対する侵害を防止すること
（7）　See，EM．K認se鵡“Congressional　Oversight，”CRS　Reportfor　Congress（2006，CRS，
　Library　of　Congress）．
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《議会の行政府監視権能への期待と課題》
　連邦労働省（LaborDepartment）の職員は、勤労感謝の日が近づく
と、労働安全基準に違反した企業の摘発をし、‘‘実績”を誇張する。しか
し、見方によっては、普段の執行の怠慢を帳消しにするマスメディアを
意識した恣意的な行政権限の行使ともとれる。また、財務省（Treasury
Department）の職員は、海外援助を専門とするNGOに対して、テロ支
援国家との関係があるとの理由で、そのNGOの資産の凍結処分を行う。
「2000年国際緊急経済権限法（Intemationa1EmergencyEconomicPower
Actof2000）」が、こうした処分を是認しているからである。しかし、
NGO活動の理念に抵触する可能性が極めて高い処分である。さらに、国
土安全保障省（Homeland　Security　Department）の職員は、テロ支援国家
からの入国者を空港で待ち受け、その人に政治難民申請を出す余裕を与え
ないかたちで、その人を「入国不許可（non－fly）」リストに掲載し、帰国
させる決定をくだす。表面的には、業務を効率的にこなしているようにみ
える。しかし一方では、難民の人権は確実におろそかにされている。
　行政機関によるこうした一連の処分・決定などは、明らかに役人発想的
（bureaucratic）で、恣意的（arbitrary）かっ気紛れ（capricious）な処分・
決定とみてとれる。そのおおもとの原因は、行政府に認められた幅広い裁
量にある。
　ただ、こうした事例については、裁判所に訴えたとしても、十分な救済
を受けることは難しいのが実情である。その背景には、司法府が、行政府
の裁量をできるだけ幅広く認めようという傾向が強く、かつ、「政治問題
（poli廿calquestion）」として深い介入を避ける傾向があるからである。結
果として、こうした問題を抱えた人たちにとっては、司法府は必ずしも信
頼できる場所とはいえなくなっている。唯一、議会が支援を求められる最
後の頼みの場所となる。こうした場合、議会は、行政府監視権能を発揮し
て、公聴会を開いて、問題の究明をすることができるからである。
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　しかし、問題はそう簡単に解決できるわけではない。議会サイドには、
議会独自の問題もある。その一つは、議会委員会での公聴会開催へのス
テーク（stake～利害）が、一般大衆・選挙民サイドと議員サイドでは大
きなひらきがあるからである。すなわち、一般大衆・選挙民サイドでは、
行政府の役人発想的な思考や裁量の統制に大きな期待をいだいているのに
対して、議員サイドでは、これから自らが立てる政策についてのヒントを
得たいとの期待が大きいことである。したがって、一般大衆・選挙民サイ
ドは、事例のできるだけ早い究明や問題解決が第一になる。これに対し
て、後者・議員サイドは、事例を素材にして、新たな政策の発案、法案作
成にっなげたいという思惑が先行する。このため、問題事例について、委
員会や小委員会公聴会の開催、委員会スタッフによる慎重な聞き取り調
査、議員と問題となった行政庁との直接協議等々とテマ・ヒマをかけた作
業につながる（8）。また、議会は、裁判所のように個別の事例を解決する場
所ではない。むしろ、個別の事例を素材に、その行政機関がかかえる制度
的な欠陥を指摘し、必要に応じて制度改革を促すための質疑討論（ディ
ベート）をするフォーラムである。
　確かに、議会の監視委員会の特質に対する一般大衆・選挙民の理解不足
がある。しかし、一方で、監視委員会を“新政策の発掘場”とみる議員の
思惑がある。双方のギャップをどう埋めていくかは重い課題である（9）。
3　行政監視のための公聴会とGAOの役割
　厳格な三権分立をとるアメリカでは、連邦議会による連邦の行政機関
（政府機関）の監視は徹底している。議会は、所管の委員会ないし小委員
会が公聴会（hearing）を開いて、施策の効率性などが問題となった省庁
（8）See，M．McCubbins＆T　Schwartz，‘℃ongressional　Oversight　Overlooked：Police
　PatrolsV6rsus　FireAlarms，”28Am．J．PoL　Sci．165，166－68（1984）．
（9）　See，“Au（1iting　Executive　Discretion，”82Notre　Dame　L　Rev：227，224et．se（1．（2006）．
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の関係者などを召喚し徹底して調査する。わが国では、公聴会制度は形骸
化してしまっており、本予算とか重要な歳入法案では必ず開かなければな
らないことになっているが、実際は、公聴会を開けば‘‘幕切れ近し”で、
儀式化している。
　この点、アメリカの場合は、日本とは違う。予算法案や歳入法案をはじ
めとしてほぼすべての案件について、議会上下両院の各種委員会および小
委員会では公聴会を開いて審査する。各院の常任委員会での審査だけでな
く、行政機関（政府機関）監視のための各種特別委員会での審査、さらに
は両院合同委員会での審査でも、公聴会開催は必須である。
　わが国の場合、公聴会で「民の声」を聴くといっても、公述人が各政党
推薦で、その党の言い分と同じで、儀式そのものである。公聴会制度のあ
り方が問われている。
　アメリカの場合、連邦の政府検査院（GAO）は、議会を補佐する機関
としてとしての役割を担っている。したがって、例えば、連邦議会が、各
種委員会で公聴会を開いて問題となった連邦機関の活動を監視することに
したとする。この場合に、GAOは、公金支出のチェック（監査）や施策
の経済性・効率性の面から評価（program　evalu甜on）のようなかたちで
検査（review）を実施し、議会に協力することになっている。GAOには、
独自の捜査権（power　ofinvestigation）はないが、資料提出を求める権限
はある（10）。
　ちなみに、議会委員会から検査（review）依頼（諮問）に基づいて作成
された勧告（recommendation）を含む検査報告書（report）は、依頼し
た当該議会委員会のほか、検査の対象となった政府機関（行政機関）にも
（10）　公金の不正流用が刑事犯罪に結びつくような案件について、議会の議員ないし委
　員会からGAOに検査（review）依頼があったとする。この場合、GAOの特命職員が
　調査にあたる。そして、刑事犯罪につながる一定の証拠が得られたときには、その
　結果を、司法省（Department　ofJus廿ce）や連邦捜査局（FBI）などに通告する手続
　が取られる。
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提供される。
4　議会とGAOとの連携による検査と報告書
連邦の政府機関の検査（review）においては、‘‘議会とGAOとのタイアッ
プ（連携）による公金（税金）の使途監視”の手法が最もよく使われる。
その仕組みや手順は、それほど複雑ではない。簡潔に図説すると、次のと
おりである。
〔図表1〕議会とGAOとの連携による検査の手順
①まず、議会の委員会が、問題があると思われる連邦機関（行政機関）
　について、GAOに検査（re樋ew）依頼（諮問）を行う。
②GAOは、この検査依頼（諮間）に応じて監査、施策（プログラム）
　評価などを実施し、その結果を改善勧告（答申）として織り込んだ
　検査報告書にまとめ、議会（および検査した機関）に提出する。
③問題を指摘された連邦機関の長は、改善措置を盛り込んだ説明書
　を、議会上院の政府問題委員会と下院の政府運営委員会に提出する
　ように求められる。
④また、問題を指摘された連邦機関の長は、その後の予算要求時に、
　各院の歳出委員会にその説明書を提出しなければならない。
　連邦議会は、通例、以上のようなステップを踏んで、連邦機関（省庁な
ど）における公金（税金）の使途の監視、使途の適正化・効率化をすすめ
てきている。（もちろん、すでにふれたように、このルートのほかに、議
会委員会での公聴会を活用する途などもある。）
　GAOの資料によれば、GAOが作成した検査報告書に盛られた勧告にっ
いては、連邦機関全体平均で8割程度の改善実績があるという。また、
2009財政年度単年度では、1，300件を超える改善が実現でき、GAO側の1
ドルの出費に対して80ドルの償還があったと報告されている（11）。
（11）　AvailabIe　at：http：／／www．gao．gov／products／GAO－10－235SP
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5　GAOの検査報告書実例
　っづいて、GAOの検査報告書（reports）実例を見てみたい。連邦議会
下院歳入委員会や上院歳入委員会は、GAOに依頼して、財務省や連邦課
税庁（内国歳入庁・IRS）の執行について度々検査を実施させている。
GAOがIRS関係で検査を実施し作成・提出した検査報告書や、GAOス
タッフが議会委員会に召喚されて証言した内容報告書としては、例えば、
次のようなものがある。
〔図表2〕議会からの検査依頼に基づくIRS業務の検査・証言に関するGAO報告書の例
《報告書（GAO－02－205）表題》「税務行政：サービス要因から分
析した電子申告の処理費用の過去および将来へのインパクト（Tax
Administration：Electronic　Filingls　Past　and　Future　Impact　on　Processing
Costs　Dependent　on　Several　Factors）」http：／／www．gao．gov／newitems／
dO2205．pdf
《報告書のあらまし》GAOは、下院監視小委員会から、IRSの電子申告
（e－nle）処理がコスト高で、非効率であるとして検査するように求めら
れた。GAOは、改善すべき点を指摘し、効率化を勧告した報告書を提
出した。
《証言報告書（GAO－06－563T）表題》「有償の申告書作成業者：チェー
ン展開している申告書作成業者が犯している重大な過ちを中心に（Paid
Tax　Retum　Preparers：In　a　Limited　Studyl　Chain　Preparers　Made　Serious
Errors）」http：／／www．gao．gov／newlitems／dO6563tpdf
《証言のあらまし》有償の申告書作成業者（PaidTaxRetum　Preparers）
が作成した申告書の記載に重大な誤りがあることを指摘した証言。有
資格者である税務代理士（EA＝Enrolled　Agent）などにも同様の問題が
あるが、この証言では、とくに現在政府規制の対象となっていない有
償の申告書作成業者で、チェーン展開で業務を行っているものに対し
資格試験などを設けて資質管理（QC）の徹底をはかるべきであるとの
勧告を入れた報告書を提出した。
291（16）　白鴎法学　第17巻2号（通巻第36号）（2010）
《報告書（GAO－07－27）表題》「税務行政：確定申告期のサービス
の改善傾向と一層のコスト削減の可能性（TaxAdministration：Most
Filing　Season　Services　Continue　to　Improve，but　Opportmities　Exist　for
Additional　Savings）」http：／／www．gao．gov／newitems／dO727．pdf
《報告書のあらまし》下院監視小委員会からの求めに応じて、IRSの業
務の効率化にっいて検査した。GAOは、2006確定申告期では、IRSの予
算の38％が申告書の処理および税務支援に費消され、2001年以降、業
務の効率化はすすんでいるが、電子申告の伸びはなく、IRSのコスト削
減の数値目標も不透明であることを指摘した。GAOは、議会が、IRSに
対して数値目標を明確にさせるように勧告した報告書を提出した。
灘醗灘嚢。灘灘灘灘鍵鑑灘難灘灘灘灘
《報告書（GAO－07－27）表題》「租税政策：研究開発税額控除の仕組み
および執行について改善されるべき点（Tax　Policy：The　Research　Tax
Credit’s　Design　and　Administration　Can　Be　Improved）」http：／／www．gao．
gov／newlitems／d10136．pdf
《報告書のあらまし》研究開発費にかかる税額控除は、企業に技術革
新を促しかつ長期の経済成長につながる研究開発投資を奨励する重要
な支援措置である。GAOは、下院歳入委員会から、この税額控除の使
い勝手の悪さについて検査するように求められた。GAOは、議会が、
「適格研究開発費」の定義をより明確にするように求め、かつ、財務省
にそのための特別作業班を設けるべきとの勧告を入れた報告書を提出
した。財務省は、GAOの勧告に同意し、数ヵ月以内に新たなガイダン
スを仕上げる計画を実施することになった。
これらは財務省、IRS関係のみである。GAOは、議会の求めに応じて、
あらゆる連邦機関に関して、公的資金支出のチェックを含む政策の経済性
とか効率性とかの面から、監査、施策（プログラム）評価などの検査を実
施し、報告書にまとめている。したがって前記〔図表2〕はたんなる例示
に過ぎない。他の省庁に関する数え切れないほどの数の検査報告書がある。
これらの報告書は、原則として一般にも公表されている。したがって、
一・般市民が、アメリカIRSの業務の透明化・効率化・納税者サービスの改
善状況などを点検したいとする。この場合、議会の上下両院の各種委員
会や小委員会における議事録や公聴会報告書はもちろんのこと、これら
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GAOの検査報告書や証言も非常に参考になる（12）。
II　公金（税金）を使わない公金（税金）の使途監視団体
～民間の租税政策提言団体と公金（税金）使途監視団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みん　次に、市民目線で、つまりアメリカにおける「民」による公金の浪費、
血税の使途の監視システムについて見てみたい。もう少しわかりやすく言
えば、納税者団体、あるいは、わが国でいう“市民オンブズマン”タイプ
の団体による公金（税金）のムダ使い監視活動にっいて点検してみたい。
　アメリカにおける民間の「公金（税金）を使わない公金（税金）の使途
の監視団体」は、大きく租税政策提言団体と公金（税金）使途監視団体と
に分けることができる。
1　主要団体の活動分野と活動内容の検証
　アメリカにおいて、ひとくちに民間における租税に関する政策提言団体
（advocacyorganizadons）あるいは公金（税金）使途監視団体といっても、
さまざまなタイプがある。また、さまざまな角度から分析ができる。
　そこで、以下においては、対象分野・活動内容に即して、大きく次のよ
うに分けて点検してみたい。
（12）ちなみに、GAO報告書などの文書は、GAOのホームページ（HP：h⑪：／／㎜．
　gao．gov／）にアクセスすれば、容易に入手できる。
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〔図表3〕民間の租税政策提言・公金（税金）使途監視団体の活動分野と活動内容区分
【対象分野：（a）歳入、（b）歳出、（c）歳入＋歳出】
（a）歳入法〔税法〕 （b）歳出〔予算・使途〕
【活動内容：①政策提言、②納税者運動、③政策提言＋納税者運動】
①政策提言 ②納税者運動
　前記〔図表3〕の区分を使って、いくつかの主要な納税者団体を分析す
ると、次のとおりである。
〔図表4〕主要な租税政策提言・公金（税金）使途監視団体一覧
【活動分野】（a）歳入法（税法）　【活動内容】③政策提言＋納税者運
動　【創立】1979年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法
典504（c）（4）
1懸灘羅繍1難霧籔（NTU＝NationalTaxpayers　Union）（14）
【活動分野】（a）歳入法（税法）　【活動内容】①政策提言＋納税者運
動　【創立】1969年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法
典504（c）（4）
（13）　Available　at：http：／／www．c匂．org／about／background．php．
（14）　Available　at：http：／／www．ntu．org／main／．
（15）Availableat：h⑪：／／㎜．臨oundaUon．org／．
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【活動分野】（a）歳入法（税法）　【活動内容】③政策提言　【創立】
1937年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法典504（c）（3）
1灘鞍ll灘灘灘鰯馨麟萎灘翻難1　　醗1（AFFT＝Americans　for　FairTaxation）（16）
【活動分野】（a）歳入法（税法）【活動内容】③政策提言＋納税者運
動　【創立】1985年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法
典504（c）（4）
【活動分野】（a）歳入法（税法）　【活動内容】③政策提言＋納税者運
動　【創立】1994年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法
典504（c）（4）【関連団体】法典504（c）（3）上の税制改革を求めるア
メリカ市民基金（AmericansforTaxReformFoundation）
【活動分野】（a）歳入法（税法）・社会保障　【活動内容】③政策提言
【創立】1973年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法典
504（c）（3）
灘灘灘鍵萎灘難1灘（HehtageFoundation）（19）《シンクタンク》
【活動分野】（c）歳入＋歳出　【活動内容】③政策提言　【創立】1973
年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法典504（c）（3）
EnterpriseInstitutejorPublicPolicyResearch）（20）《シンクタンク》
【活動分野】（c）歳入＋歳出　【活動内容1③政策提言　【創立】1943
年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地位】法典504（c）（3）
1麹甕難㈱灘灘鍵難灘i難難i鰯鰹嚢（CLT＝C毒zens　for　Limite（1Taxadon）（21）
【活動分野】（c）歳入＋歳出　【活動内容】③政策提言＋納税者運動
【創立】1974年　【活動地域】マサチュセッツ州　【連邦法人所得税上
の地位】法典504（c）（4）【関連団体】法典504（c）（3）上の市民経済
調査基金（CitizensEconomicResearchFoundation）
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
Available　at：http：／／www．f田rtax．org／site／PageServeL
Available　at：http：／／www．atrorg／．
Available　at：http：／／www．cato．org／．
Available　at：http：／／www．hedtage．org／about／．
Available　at：http：／／www．aei．org／．
Available　at：http：／／cltg．org／．
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【活動分野】（c）歳入＋歳出　【活動内容】③政策提言＋納税者運動
【創立】1978年　【活動地域】カリフォルニァ州　【連邦法人所得税上の
地位】法典504（c）（4）【関連団体】法典504（c）（3）上のハワード・
ジヤービス納税者基金（HowardJarvisTaxpayersFoundation）
【活動分野】（b）歳出〔予算・使途〕【活動内容】②納税者運動（市民
オンブズマン）【創立】1995年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上
の地位】法典504（c）（4）
【活動分野】（b）歳出〔使途〕【活動内容】②納税者運動〔情報交換〕【創
設】1986年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税法上の地位】法典504（c）
（4）【関連団体】法典504（c）（3）上のTAF教育基金（TAF　Education
Fund）
【活動分野】（b）歳出〔予算・使途〕の監視、議員のポークバレル〔連
邦議会での地元への利益誘導のための歳出〕の分析・公表・監視　【活
動内容】①納税者運動　【創立】1984年　【活動地域】全米　【本部】連
邦の首都・ワシントンD．C．【連邦法人所得税上の地位】法典504（c）
（3）【関連団体】法典504（c）（4）上の政府の浪費に反対する市民団体
委員会（CCAGW＝CouncilforCitizensAgainstGovemmentWaste）一②
納税者運動（市民オンブズマン）【会員】維持会員120万人
【活動分野】（b）歳出〔予算・使途〕【活動内容】②納税者運動〔内部告
発された公金の不正利用・濫費の調査・公表〕【本部】連邦の首都・ワシ
ントンD．C．【創立】1981年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税上の地
位】法典504（c）（3）。ただし、この法人の‘‘中立的な監視”を目的とす
る性格上、直接の寄附金の受領はしていない。いわゆる第三者的な基金
（22）
（23）
（24）
（25）
（26）
AvailabIe　at：http：／／㎜．hjta．org／abouしhjta．
Available　at：http：／／www．taxpayeLnet／．
Available　at：http：／／www．taforg／abouttafhtm．
Available　at：http：／／www．cagw．org／．
Available　at：http：／／www．pogo．org／about／．
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を通じた寄附金の受領のみ。
【活動分野】（b）歳出〔予算・使途〕の監視、公益の保護　【活動内容】
③納税者運動〔政府や企業の会計責任の向上、内部告発者の保護、市
民活動の奨励、内部告発訴訟の提起、内部告発された事案の公表〕＋
政策提言〔内部告発法の改正を含む政策の策定〕【本部】連邦の首都・
ワシントンD．C．【創立】1977年　【活動地域】全米　【連邦法人所得税
上の地位】法典504（c）（3）。【財務】フォード財団やロックフェラー
財団などからの助成および約8，000人の維持会員からの寄附
《501（c）（3）団体と501（c）（4）団体の違い》
　〔図表4〕「主要団体一覧」では、「501（c）（3）団体」（正式には「501
条c項3号」と邦訳すべきであるが、短縮形を用いる。以下、同じ。）と
「501（c）（4）団体」（正式には「501条c項4号」と邦訳すべきであるが、
短縮形を用いる。以下、同じ。）に分類されている。双方とも‘‘非営利”、
っまり‘‘非分配”でないといけない、という点では同じである。しかし、
一般に、「501（c）（3）団体」は内国歳入法典（連邦税法典）501条（c）（3）
にその課税取扱について規定していることから、そう呼ばれている。ま
ず、501（c）（3）団体とは、非営利公益（慈善）団体で、わが国でいう「特
定公益増進法人（特増法人）」にあてはまる。したがって、双方とも“本
来の事業は非課税”は非課税であるが、501（c）（3）団体の場合は、寄附
金の受入れをしたときには、寄附者が自分の税金計算上寄附金控除ないし
損金算入できる。
　これに対して、「501（c）（4）団体」の場合、一般に「社会活動団体（social
welfare　organizations）」と呼ばれているが、この種の団体に寄附しても寄
附者は自分の税金計算上寄附金控除ないし損金算入できない。わが国にあ
てはめていうと、特増法人でない種類の団体ということになる。
　「501（c）（3）団体」の場合には、政治活動がかなり限定される。こ
（27）　Available　at：http：／／wwwlwhistleblowerorg／template／in（iex．cf血．
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れに対して、「501（c）（4）団体」の場合には、政治活動がかなり自由に
できる。もちろん、双方とも、政治献金とかは禁止されている。したがっ
て、例えば、あるシンクタンクが「501（c）（3）団体」に当たる場合には、
おおっぴらな政治的な広報活動（キャンペーン）とか、ロビイングができ
ない。内国歳入法典では、ロビー活動費を、次のように大きく2つにわけ
て取り扱っている。
◎ロビー活動費とは
議員や官僚などと接触し、特定の法案に対して賛成または反対するよ
うに働きかけをする活動（法律制定に影響を及ぼす活動）に使われる
費用をさす。議会・官僚陳情活動費ともいえる。
「○×法改正に反対（賛成）しましょう」といったPRのように、世論
や投票人への注意を喚起するために使われる政治広報活動費をさす。
草の根ロビー活動（grassrootslobbying）費ともいう。
《「501（c）（3）団体」は大っぴらなロビー活動は禁止》
　「501（c）（3）団体」にあたるシンクタンクが連邦議会や財務省など
へ大っぴらなロビー活動をしたとする。この場合、こうした団体は、免税
資格を失い、本来の事業も含めて全事業が連邦法人所得課税の対象となる
おそれがある。また、場合によっては、「501（c）（4）団体」に移行するケー
スも考えられる。「501（c）（4）団体」に移行すると、この種の団体に寄
附しても寄附者は税金計算上寄附金控除ないし損金算入ができなくなる。
したがって、寄附があつまりにくくなる。
　このように、「501（c）（3）団体」にあたるシンクタンクが免税資格を
維持するには、政治活動の面ではさまざまな制約を課される。最も重い制
約は、政治団体とは異なり、議員や議員になろうとする人（公職への候補
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者）の集票活動・選挙運動（electioneering）が全面的に禁止されている
点である。したがって、「501（c）（3）団体」か「501（c）（4）団体」で
あるかを問わず、団体施設内で「○×さんを励ます会」のようなかたちで
特定議員や議員候補の選挙活動をやったり、団体として特定候補の選挙運
動を支援したりした場合、その団体免税資格が取り消されるおそれがあ
る。また、免税資格が取り消されれば、全事業が課税対象となる（28）。
《「501（c）（3）団体」は資金供給団体の役割も》
　一方、「501（c）（4）団体」の場合は、非収益事業から法定限度額まで
次のようなロビー活動費の支出は認められる。したがって、この種の費用
を限度内で支出しているかぎり、免税資格を取り消されることはない。
前記の図表4にあるように、例えば、「税制改革を求めるアメリカ市民団
体（ATR＝AmericansforTaxRefom）」は、「501（c）（4）団体」である。
したがって、自らで租税政策提言をし、連邦議会や議員に対するロビー活
動（直接的ロビー活動）とともに、一・般大衆・納税者向けの政治広報活動
（間接的ロビー活動）もできる。ただATRが、寄附を募っても、募金に応
じた納税者側は、自分の確定申告のときに寄附金控除ないし損金算入がで
きない。これでは、「税制改革を求めるアメリカ市民団体（ATR＝Americans
forTaxReform）」には、大口の寄附は集まらない。そこで、先ほどの図
表4にもあるように、「税制改革を求めるアメリカ市民団体（ATR）」は、
法典504（c）（3）上の「税制改革を求めるアメリカ市民基金（ATRF－
Amehcans　forTax　Reform　Foundation）」を設けて、募金を行っている。
つまり、法典504（c）（3）団体が、法典504（c）（4）団体の資金供給の任
務を兼ねているわけである。
（28）　詳しくは、拙論「アメリカの非営利法人税制の概要」〔雨宮・石村ほか編〕『カリ
　フォルニァ非営利公益法人法』（2000年、信山社）所収参照。
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2　アメリカの民間の公金（税金）使途監視団体の所在
　アメリカの民間の「納税者団体（倣xpayer　organizations）」の活動内容
は多様である。すでにふれたように、こうした団体は、大きく①「租税（歳
入）に関する政策提言団体」と、②「公金（税金）の使途（歳出）に関す
る監視団体」とに分けることができる。
　前者、つまり民問の「租税政策提言団体」とは、民間の‘‘政策提言工場”
と呼ばれる‘‘シンクタンク”あるいは民間税制調査会といえるようなもの
をさす。確かに、大多数のシンクタンクは、その業務の一部あるいは重要
な業務として租税政策提言をしている。ただ、租税政策の提言をしている
のは、シンクタンクだけではない。市民や企業のサポートを得たNPOや、
大学附属の研究機関なども、大きな役割を演じている。それに、租税政策
の提言では、行政府附属の研究所などの役割も重要である。
〔図表5〕アメリカにおける民間の公金（税金）使途監視団体の所在と使命
公金（税金）の行政や企業によるムダ遣い
議員の地元利益誘導による
不公正な税の使途
公金の不正請求訴訟告発訴訟
3　アメリカの民問の公金（税金）使途監視団体の使命
　次に、アメリカでは、歳入面からだけではなく、歳出面、っまり税金の
使い途、公金の支出にっいて監視する市民団体の活動も活発である。「公
金（税金）の使途（歳出）に関する監視団体」は、相当のカを持っている。
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こうした団体は、わが国で役所とか政治家などの税金のムダ遣いを告発し
ている「市民オンブズマン」（NPO）にあたるとみてよい。
　アメリカの「公金（税金）使途監視団体」の場合も、わが国の市民オン
ブズマンと同様に、個別の不正・不当な税金の使い途、公金支出を専門に
告発している団体がある。ただ、団体によっては、「公金（税金）の行政や
企業によるムダ遣い」ないしは「公金の不正請求告発訴訟」に加え、「議員
の地元利益誘導による不公正な税の使途」におよんでいるのが特徴である。
　さらに、公金の不正請求を告発する情報交換センター（クリアリングハ
ウス）のような市民団体もある。この種の団体も、広い意味では、「公金
（税金）使途監視団体」の1つといえる。
”1公金（税金）の行政や企業によるムダ遣い監視団体
　アメリカにおいて、政府や政府との契約で得た公金（税金）の企業によ
るムダ遣いを監視する団体は、数多い。ここで、いくつかの主要な団体を
抽出して、簡潔に分析してみる。
1　政府監視プロジェクト（POGO）
　政府監視プロジェクト（POGO＝Projecton　GovemmentOversight）は、
沿革的には、共同で汚職に果敢に挑もうという市民や識者が立ち上げた団
体である。1981年に創設された。POGOは、善き政府（goodgovemment）
の確立を目指し、内部告発者からの告発情報その他の内部情報、情報自由
法を活用して、納税者が支払った税金の使途に関し、連邦政府の透明性と
会計責任の改善のために活動している。
　政府あるいは政府との調達契約を結んでいる企業に関し、不正あるいは
浪費活動に関する情報をつかんでおり、その情報を一般に公開したいとす
る。この場合、POGOに通報すると、POGOはその情報を調査し、その結
果を公開する。あるいは、不正ないし浪費を止めるように告発された政府
281（26）　白鴎法学　第17巻2号（通巻第36号）（2010）
の組織や企業などに警告を発する。
　内部告発に対しては制定法上の一定の保護はある。しかし、内部告発者
が負う心理的圧迫、財政的な負担は、相当重い。また、内部告発は、例え
それが真実であったとしても、それを行った人に対する雇用主による嫌が
らせの配転や解雇などにつながるおそれもある。
　こうした状況を勘案し、POGOは、内部告発者に対し匿名で告発情報の
提供を行うことを認めている。したがって、匿名を望むかどうか、どのよ
うな情報を提供するかなどについては、内部告発者の意思に任せている。
（1）POGOによる調査対象の選定
　POGOは、告発のあった案件について、それを調査対象にするかどうか
にっいて厳格な基準を持っていない。しかし、次のような一定の目安を置
いている。
〔図表7〕POGOの調査対象選定基準
・その告発がこれまでないような貢献度があるかどうか
・連邦政府の積極的な制度変更にっながるかどうか
・一般大衆に対して広く警鐘を鳴らすことにつながる
・素早く対応する必要がある
・内部の情報、資料の入手可能度
（2）POGOがすることとしないこと
POGOは、団体の規模があまり大きくない。そこで、POGOが取り扱わ
ない事項を特定して、告発・調査の範囲を限定している。
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〔図表8〕POGOが取り扱わない事項
・調査の範囲を連邦の公金の使い途に限定する。したがって、州や地
方団体の公金の使途については、原則として調査の対象としない。
・法務サービスまたは法務代理の業務は行わない。また、特定の弁護
士紹介は行わない。
・告発された連邦政府機関、連邦政府との契約関係にある事業者が引き
起こした不正ないし浪費が、直接、構造的または広範な問題に起因し
ている場合を除き、個々の事案ないし浪費にっいては調査しない。
（3）POGOの主要なプログラム
POGOの主な活動のプログラムや実績などを図説すると、次のとおりで
ある。
〔図表9〕POGOの主なプログラム
i灘灘魏鱗難灘灘耀鑛i：POGOの調達契約監視調査（ContractOversight
Investigations）は、年問4兆4，000億ドルをこえる連邦政府の物品やサー
ビスの調達に関し、不正と濫費を監視するプログラムである。
　　　　．蒙：経済不況からの脱却をねらいに、大統領と議会は、経済成
長と金融市場の安定化に向けた政策を次々と打ち出している。POGO
は、各種政策に対しては中立的な立場ととっている。しかし、こうし
た政策実施に伴う巨額の歳出にかかる不正や濫費に対して厳重な監視
体制を敷いている。
難麹購鞍髄：今日、連邦政府は、より強力な特殊利益をもっ企業から攻
撃を受けやすい体質にある。公務員は、監督あるいは規制権限をもつ
産業との関係を維持する場合に、公共サービスの基本が揺らぐことが
多い。また、公職者がその知識を個人的、あるいは金銭的な利得を得
るために活用しようとする場合に、政府の清廉性は危険に陥らされる。
したがって、POGOは、公務員が、公共財よりも一歩先に私的利益を置
いている場合に、その者に説明責任を求めることで、透明で開かれた
政府の実現を目指している。
　　　．。．「、，、，、難：連邦政府が効率的であるためには、チェック・アンド・
バランスの仕組みが維持される必要がある。しかし、POGOは、議会
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や行政府の不正監視の任に当たっている各種機関が弱体化してきてい
る、とみている。したがって、POGOは、公務員が納税者の公金を濫費
する、あるいは、一般市民の信頼を裏切る場合に、説明責任を負うと
いうかたちを整えることで、連邦政府が監視体制を改善するように求
めている。
灘鰯i嬢講鰯嚢：POGOは、陽の光が最強の消毒薬である、と信じている。
また、開かれた政府を確立するためには、市民に情報や手段を得るカ
が与えられなければならない、と信じている。しかし、9・11同時多
発テロ以降、政権は、当時の何百万もの資料の封鎖を解いた。POGO
は、これら資料を分析した結果、多くが国家安全保障とは関係が薄
く、むしろ、汚職を隠すねらいがあったものと推測された。POGOの政
府秘匿事項調査（GovernmentSecrecyInve甜gぬons）は、連邦政府で
の汚職を防止するために、内部者や告発者に悪事を暴露するように奨
励することで、市民が自分らの政府に参加する機会を増やし、かつ、
市民やジャーナリストが政府資料や情報にアクセスしやすい環境に改
善することを目指しているグログラムである。
嚢灘灘羅1鞭灘醗灘i：POGOの国土安全保障省調査（Homeland　Security
Investigations）は、9・11同時多発テロの後遺症にっいて一般大衆を
十分に保護していない政府に挑戦するプログラムである。2002年に、
連邦政府は、国土の安全保障の任務にあたる強大な組織、国土安全保
障省（DHS＝Department　ofHomeland　Secu出y）を新設した。DHSは、
今では、連邦政府内では第三番目に巨大な組織になっている。しかし、
DHSには、公金の濫費、欠陥のある契約締結決定、監視や会計責任を
問う仕組みの欠如など、疫病が蔓延している。POGOは、合衆国市民が
より安全で保障が行き届いた状態に置かれるように、納税者の払った
公金の配分の仕方を改善するように求めている。
麟1難難鍵鍵i灘：POGOは、軍関係のムダな出費を調査している。軍の
調達担当者と軍需企業との関係、国家安全保障に見合った性能の武器
購入が行われているのかなどを精査している。
灘灘灘灘灘難灘麟灘難難難難難翻難1：現大統領も前大統領も、国中にある
原子力発電所や原子武器庫に貯蔵されている危険物質の存在が合衆国
一般大衆に対する安全への最大の脅威の一つであることを認めている。
POGOは、原子力や原子武器に賛成する立場を取っていないが、こうし
た施設がテロリスト攻撃から安全であり、かつ、その施設の従業者お
よび近隣のコミュニティの住民に対する事故防止策が取られているこ
とは必然と考えている。POGOの調査によれば、国中にある原子力施設
の多くは管理が悪く、その地域にいる住民に対して相当の脅威となっ
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ており、かつ、毎年その維持管理に投じられる資金は納税者に過重な
負担となっている。POGOは、エネルギー省と原子力規制委員会に対し
て、どの施設が本当に必要なのかを明らかにするなど実用的な勧告を
行っている。
灘灘羅1：連邦政府の最も重要な任務の一つは、汚染された食料品、
危険な薬品、疾病の蔓延から一般大衆を保護することである。不幸な
ことに、一般大衆の福利の確保をねらいに設けられた安全基準は、企
業利益により低められてしまっている。POGOの調査は、公衆衛生の任
を負っている食品薬品局（FDA）その他の連邦機関での透明性と説明
責任の改善がねらいである。
2　政府検査プロジェクト（GAP）
　政府検査プロジェクト（GAP＝GovemmentAccountability　Project）は、
公益の保護を使命とする団体（NPO）である。内部告発事例の公開によ
るキャンペーン活動を通じた政府や企業の会計責任の向上の推進、内部告
発者の保護および市民運動の奨励などの活動が中心である。1977年に設
立された。比較的規模の小さいNPOである。
　GAPの主要なプログラムは、①原子力の監視、②食料品や医薬品の安全
基準、③勤労者の健康と安全、④国土安全保障などである。また、内部告
発者向けのブログを設け、内部告発事案を公表している。その他に内部告
発法の関する政策提言を行っている。
IV　アメリカ特有の「公金の不正請求告発法」とは
　公金の不正請求を告発する情報交換センター（クリアリングハウス）と
は、アメリカ特有の「公金の不正請求告発法（False　ClaimsAct）」に根ざ
した「公金（税金）使途監視団体」である。
　公金の水増し請求や不正経理など公金の不正請求は血税のムダ遣いにっ
ながる。こうした不正請求を告発する訴訟を奨励することをねらいとした
法律が、連邦に加え、全米24州と連邦首都圏地域（ワシントンD．C．）で制
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定されている。
　連邦法は、正式名称が「公金の不正請求告発法（FalseClaimsAct）」〔合
衆国法典3729条～3733条（31U．S、C．§§3729－3733）〕である（29）。一方、
諸州の法律は、「不正請求告発法（False　Claims　Act）」、「納税者に対する
詐欺告発法（FraudAgainstTaxpayersAct）」など、具体的な名称は異なる。
また、告発の対象を、公的健康保険（メディケア・メディケイド）の分
野に限定している州もある。この法律のもと、告発者（relato鵡o蔦cidzen
whistleblower）は、不正または詐欺的に政府の公金を請求した者に対し、
いわば‘‘私的法務長官（privateAttomeyGenera1）”として、政府に代わっ
て訴訟を起こすことができる。‘‘私的法務長官”は、誤解をおそれずにい
えば、‘‘民間検察官”と呼んでよい（30）。
　提訴の対象となる不正請求の範囲は、公的健康保険（メディケア・メ
ディケイド）関連支出金や災害支援金から、補助金、契約支出金その他の
政府調達関連支出金にまでおよぶ。不正請求告発法は、故意に、政府の資
金に対し不正な支払請求をした者、または、他の者もしくは団体に不正な
支払請求をさせた者に対して、各不正請求について、三倍額賠償および
5，500ドルから11，000ドルの過料をかすことを認める。
　また、この訴訟を起こした者は、勝訴した場合には、不正請求に基づき
不正請求者が返還した金額の最大で30％（あるいは、その訴訟に政府が
参加した場合で和解または判決にいたったときには最大で25％）の報奨
（29）公金の不正請求告発法について詳しくは、See，Francis　E．Purcell，JL，“Mu廿ny　of
　the　Bounty：AModerate　Change　inthe　Incen丘ve　Structure　ofQuiTamAc廿ons　Brought
　Under　the　False　Claims　Act，”670hio　SしLJ．693（2006）；Note，‘‘Materiality　and　the
　False　ClaimsAct，”71U．Cin．L　Rev839（2003）．また、邦文による研究としては、
　碓井光明「私人による政府の賠償請求権の実現～アメリカ合衆国不正請求法による
　9％f勉吻訴訟の検討（1）～」自治研究75巻3号以下、ポール・L・フリードマン
　ほか著・高山一三訳「米国不正請求法」国際商事法務22巻12号参照。
（30）　See，Pamela　H．Bucジ‘Fe（1eral　Influence　in　S惚te　Cases：Sentencing，Prosecu廿on，an（i
　Procedure：Privatizing　Law　E㎡orcement，”543Amals〔The　Annals　ofThe　American
　Academy　ofPolitical　and　Social　Science〕144（1996）．
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を得ることができる。
　ただし、この訴訟の対象となるのは、いわば‘‘公金の水増し請求”など
である。言い換えると、事業の失敗とか、浪費とかは、対象にならない。
あくまでも、政府に対する‘‘詐欺的な公金支出”が対象である。
　不正請求告発訴訟は、司法省がその訴訟に参加するかどうか調査しかっ
決定するために、訴えがあってから少なくとも60日間、封印される。ま
た、訴訟を提起しても、終結までは数年かかることもある。また、他の人
がすでに訴訟を起こしている場合とか、6年の時効とか、訴訟一般にかか
わる問題を織り込んで提訴する必要がある。さらに、訴訟が長引く場合も
想定して、告発者は、報奨額と訴訟費用との収支バランスを考える必要が
ある。
　それから、不正請求告発訴訟では、脱税の告発とかは対象にならない。
例えば連邦不正請求告発法〔合衆国法典（U．S．C）3729条（e）1〕は、
連邦税法である「内国歳入法典に基づいて行われた申請、記録または記載
には適用されない」と定めている。したがって「入（歳入）」の領域は対
象にならない。あくまでも「出（歳出）」の領域での不正だけが、この訴
訟の対象である。
　ちなみに、内国歳入庁（IRS＝lntemalRevenueService）は、フリーダ
イアルの「不正告発ホットライン（IRSFraudHotline）」（Te11－800－829－
0433）を設けており、「入（歳入）」の領域は、このホットラインで対処す
ることになっている。
　不正請求告発訴訟は、「市民が主役」の香りが強い仕組みである。その
一方で、この制度にはアメリカの賞金稼ぎの伝統を感じ取ることができ
る。この訴訟制度は、公金の不正請求のような隠れた問題を表面化させる
ために、不正請求告発訴訟（quitam〔クイッタム〕actions）によって、組
織の内部者であるか外部者であるかを問わず、市民として税財政過程への
直接参画を認める制度である。ただ、組織の外部者が不正請求を告発する
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場合には問題が少ないとしても、告発者が内部者の場合には難しい判断が
迫られる。告発者が内部者（intemal　witness）の場合、昇給停止や解雇、
辞職など、当初覚悟していた以上にっらい立場に追いこまれかねない。こ
うしたことも織り込んで、これらの法律には、内部告発者・内部通報者
（whistleblowers）を不当な報復から保護する制度も組み込まれている。
1　不正に反対する納税者団体（TAF）とは
　「不正に反対する納税者団体（TAF＝Taxpayers　Against　Fraud）」は、不
正請求告発訴訟関係の活動で、アメリカでは広く名前が知れている団体
である（31）。この団体は、弁護士の利益を代表するNPOではない。「市民・
納税者が主役」の公金の不正請求を告発するクリアリングハウスである。
「クリアリングハウス」とは、もともと‘‘手形交換所”の意味だったが、
現在では、‘‘情報センター”とか、‘‘情報交換センター”とかの意味で使わ
れている。したがって、‘‘TAF”のような団体は、公金不正請求告発訴訟
を行う市民・納税者の‘‘情報交換センター”といったところである。広い
意味での税金使途監視団体、納税者団体といえる。
　「不正に反対する納税者団体（TAF＝TaxpayersAgainst　Fraud）」は、そ
の関連団体である「FAF教育基金（TAF　EducaUon　Fund）」とは、協働し
て活動している（32）。TAFのホームページ（HP）をチェックしてみると、
ミッション（使命）について、次のようにうたっている。
〔図表9〕TAFおよびTAF教育基金の使命
・　公金の不正請求告発法、不正請求告発訴訟（qui　tam　actions）およ
び内部告発者保護規定の重要性の教化
・　公金の不正請求告発法に関する情報を弁護士、議員、告発者および
（31）　Available　at：http：／／www．taf．org／．
（32）　Available　at：http：／／taf．cloverpad．org／．
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メディアに頒布すること
・　州レベルでの公金の不正支出をやめさせるために、州における不正
請求告発法の制定の必要性を奨励すること
・　不正請求告発法を弱体化させる動きに警鐘を鳴らすこと
・　必要な場合には、不正をなくすための立法的な対応を行うように
議会に働きかけをすること
・　不正請求告発訴訟を効率的にすすめるために、原告や弁護士、行
政と一体となって活動すること
・　不正請求告発訴訟の提起を考えている人に、その必要性があるか
どうか、さらには、この分野の訴訟にたけている弁護士の紹介を支
援すること
・　限られた数の不正請求告発訴訟を考えている人を対象に、その報
奨額を担保に、低利で訴訟費用の貸付を行うこと
2　不正請求告発法のおいたち
　アメリカの公金の不正請求告発訴訟は歴史のある制度である。不正
請求告発法について、連邦のものは1863年に制定され、「リンカーン法
（Lincoln　Law）」とも呼ばれている。その由来は、南北戦争最中に、連合
軍（the　Union）との軍需品契約受注者による大規模な不正請求に対処す
るねらいから、当時のリンカーン大統領（PresidentAbraham　Lincoln）に
より制定されたことによる（33）。
　その後、不正請求告発法は、1943年に、この種の訴訟を骨抜きにする
ねらいで改正が行われた。告発者に対する不正にかかる返還額の50％の
報奨などが廃止された。その後、公金の不正請求の告発件数は著しく減少
していった。
　しかし、1986年に、レーガン大統領（PresidentRonald　Reagan）は、公
金の不正請求根絶に向けて、不正請求告発訴訟を積極的に活用する方針を
打ち出した。このために、不正請求告発法の再生、同法の抜本的な改正を
（33）沿革的および制度的な分析としては、See，AnthonyLDe輌tt，‘‘IstheWhisUe
　CleansP　An　Examination　of　the　Ethical　Duties　of　Attomeys　in　Investigating　and
　Pursuing　False　ClaimsActLawsuits，”25N．Ky　L　Revl715（1998）．
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行った（34）。この改正により、不正告発者は、不正にかかる返還額の15％か
ら最大で30％の報奨を得ることができるようになった。また、告発者は、
告発したことに対する報復（retaliation）から一定の保護を受けられるよ
うになった。
3　諸州に広がる不正請求告発法の制定
　連邦の不正請求告発訴訟制度が再生されて以降、州レベルでも、公金の
不正請求告発法が、続々と制定されてきている（35）。具体的な名称は、州に
よって異なる。諸州の制定状況を図説すると、次のとおりである。
〔図表10〕　諸州の公金の不正請求告発法の概要（2010年3月現在）
一一縣　　　　　名称：カリフォルニア不正請求告発法（Califomia
FalseClaimsAct）、典拠：州法典政府法典編12650条～12656条
r　一陪　　　一　　一 名称：ディラウエア不正請求および報告法
（DelawareFalseClaimsandReportingAct）、典拠：州法典表題6副題2
第12編1201条以下
　　　名称：不正請求告発法（FloridaFalse　ClaimsAct）、典拠：
r、乱　、照臣圏一r一，
州法典68章81条
　　　　　　名称：州メディケイド不正請求告発法（StateFalse
一　　　■r一　調ウー　i　r　趾
MedicaidClaimsAct）、典拠：州法典表題49第4編
名称：州に対する不正請求告発訴訟（Actionsforfalse
claimstotheState；Q痂7襯Actions）、典拠：州法典第2編661条の21
名称：不正告発者報償および保護法（Whistleblower
RewardandProtectionAct）、典拠：州法典第740編第870章
名称：不正告発および告発者保護法（FalseClaims
andWhistleblowerProtec廿on）、典拠：州法典541－5．5
（34）　See，Comment，‘‘Qui　Tam　Suits　under　the　False　Claims　Amendments　Act　of1986：
　The　NeedforClearLegislative　Expression，”42Cath．U．L　Revl935（1993）．
（35）　Available　at：http：／／www．taf．org／statefcahtm．
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医療支援プログラム清廉法（MedicalAssistance
ProgramsIntegrityLaw）、典拠：改正法46編437章
名称：マサチューセッツ不正請求告発法
（MassachusettsFalseClaimsAct）、典拠：2000年改正法第159編18条
による一般法典第12編〔5条A～Nの挿入〕
　榊’　　　　　名称：メディケイド不正請求告発法（MedicaidFalse
ClaimsAct）、典拠：州法典400．601以下
灘　　　　　名称：ミネソタ不正請求告発法（MinnesotaFalseClaims
Act）、典拠：州法典15c．01〔2010年7月1日から適用〕
解『一「一’騰紺ゴ蹴　　　　　　名称：モンタナ不正請求告発法（MontanaFalseClaims
Act）、典拠：2009年州法典表題17第8編第4章401条以下
灘，、、　　　　名称：州政府または地方政府に対する不正告発の請求
（SubmissionofFalse　ClaimstoState　orLocal　Govemment）、典拠：ネバ
ダ州改正法第351編357．01以下
名称：ニューハンプシャー不正請求告発法
（NewHampshireFalseClaimsAct）、出典：州法典第167編第61章のB
．，＿．、　　　　、，＿．．．　名称：ニュージャージー不正請求告発法（New
JerseyFalseClaimsAct）、出典：州法典表題2A第32編のC第1条以下
『領　一　一些一　　　　　　一勘γ脚■陶　　一　　　　　　　　名称：①ニューメキシコ・メディケイド不正請求
告発法（NewMe】dco　Medicaid　False　ClaimsAct）、②ニューメキシコ納
税者に対する詐欺告発法（NewMe】dco　FraudAgainstTaxpayersAct）、
出典：①州法典27－14－1以下〔2004年制定〕、②州法典44－9－1以下〔2007
年制定〕
名称：ニューヨーク不正請求告発法（NewYbrk
FalseClaimsAct）、出典：州法典第13編
　一一一漿一　　一一　　　　　　　　名称：不正請求告発法（FalseClaimsAct）、出
一匡　‡一謝一’一一糊　　爵一r
典：州議会2009年下院法案1135号
韓…　　　名称：オクラホマメディケイド不正請求告発法
一、一吐　、距　■r聯揮γ
（OklahomaMedicaidFalse　ClaimsAct）、典拠：州法典5053．1以下
「諦　『■　　　　　　　　　名称：州不正請求法（State　False　ClaimsAct）、
典拠：州法典表題9第1．1編
名称：①テネシー不正請求告発法（TennesseeFalse
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ClaimsAct）、②テネシーメディケイド不正請求告発法（Temessee
MedicaidFalseClaimsAct）、典拠：①州法典4．18．101以下、②州法典71－
5－181以下
　　　　　　名称：医療不正請求防止（Medicaid　Fraud　Prevention）、
典拠：州人材法典表題2副表題C第36編A章1条以下
灘灘i雛灘霧灘麟　名称：バージニア納税者に対する詐欺告発法（Virginia
FraudAgainstTaxpayersAct）、典拠：州法典8．01－216．1以下
　　　　　　　　　　名称：医療給付の不正請求・州によるまたは州
を代理する訴訟（Falseclaimsformedicalassistance；actionsbyoron
behalfofstate）、典拠：州法典20．931
　　＃「蹄距一　　　名称：D．C．不正請求告発法（D．C．FalseClaims
Act）、典拠：D．C．法典2－308．14
　このように、近年、公金の不正請求告発訴訟制度は、州レベルでも、
かなりの広がりをみせている。さらに、ニューヨーク市（NewYbrk　City）
に見られるように、地方団体レベルでも、不正請求告発法（条例）が制定
されている（36）。
4　不正請求告発事例分析
　統計によると、1987年10月1日～2009年9月30日までの期問に、連邦
と州双方において、告発者は、判決や和解により全米総額で240億ドルを
超える不正請求を認めさせ、国庫や州などに返還させている。
　以下に、具体的な不正請求告発事例をあげて、紹介してみる。
〔図表11〕連邦の不正請求告発事例分析
羅灘馨i騒鍵嬢灘1辮鶴嚢（2002年）支払額：7，600万ドル
【事件の概要】2002年1月、GA生命保険会社（GA＝GeneralAmerican
（36）　Available　at：http：／／www．taf．org／nyfcarules．（ioc．
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LifeInsurance　Co．）は、メディケイド関連の不正な請求をしたことが問
われ、連邦不正請求告発訴訟の解決金として、連邦政府に対して7，600
万ドルを支払うことに合意した。また、GA社は、支払を行った年度以
降5年問メディケイド関連の事業には携わらない旨の合意を連邦司法
省と交わした。本件は、GA社の2人の前従業者からの内部告発に端を
発している。本件において、，2人の告発者は、報奨として、7，600万ド
ルの解決金の19％、1，440万ドルを受け取った。［16Corporate　Cnme
Reporter26（7），July1，2002］
【事件の概要】2001年1月、シェル石油会社は、連邦不正請求告発
訴訟における解決金および1980年から1998年12月31日まで連邦の石
油採掘権のリースに基づき産出した石油に対する不払の使用料および
賠償金等として、連邦政府に対して、1億1，000万ドルを支払うこと
に同意した。連邦リースは、連邦内務省の天然資源管理庁（Minerals
Management　Service）が管理している。毎月、各石油会社は、石油産
出額ならびに連邦リースおよびインディアンリースに基づいて産出し
た石油の価額を報告するように義務付けられている。会社は、自らが
報告した当該石油価額に基づいて使用料支払う。しかし、シェル石油
は、過少な報告を行っていた。二人の告発者が、この事実を理由に、
連邦不正請求告発法に基づいて、合衆国に代ってテキサス州ラフキン
にある連邦地方裁判所へ申立てを行った。会社は、その事実を認め、
裁判上の和解で1億1，000万ドルの支払に合意した。二人の告発者は、
法の定める範囲内の割合で報奨金を受け取った。［15Corporate　Crime
Reporter5　（7），January29，2001］
7，330万ドル
【事件の概要】2002年6月、カリフォルニア州およびロスアンゼルス
郡は、低所得者向け公的健康保険〔メディケイド（Medicaid）〕にかか
る連邦不正請求告発訴訟の解決金として、連邦政府に対して7，330万ド
ルを支払うことに合意した。この訴えでは、州および郡が、一部未成
年者に対し、薬物やアルコールの濫用、人工妊娠中絶、性病などの治
療のために給付した医療サービスが、連邦の適格健康保険プログラム
に該当しないのにも拘わらず、連邦に対して、メディケイド対象診療
として支払請求していたことが問われた。この告発訴訟は、ロスアン
ゼルス精神衛生局の1人の従業者により提起された。この従業者は、
その支払額のなかから、法の定める範囲内の割合の報奨として136万ド
ルを受け取った。［連邦司法省2002年6月20日プレスリリース］
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　　　　　　　　　　　　　　　　：7，500万ドル
【事件の概要】1994年5月、ボーイング社は、防衛関連契約に関し、
連邦政府に対して過剰な支払いを求めたことが問われ、連邦不正請求
告発訴訟の解決金として、連邦政府に対して7，500万ドルを支払うこ
とに合意した。シアトルの連邦地検は、1980年から81年にボーイング
社が調査・開発費として連邦に請求してきた金額が過大との嫌疑があ
り、6年問にわたり捜査を続けた。捜査の結果、「確証あり」との判断
を下し、不正請求告発訴訟を提起した。最終的には、裁判上の和解に
いたり、ボーイング社は、連邦政府に対して7，500万ドルを支払うこと
に合意した。［8CorporateCrimeReporter19（4），May9，1994］
V　予算過程まで監視する納税者団体
　アメリカの納税者団体は、‘‘公金の不正請求”告発訴訟の面からだけで
はなく、‘‘血税のムダ遣い”そのものの監視も厳しく行っている。むしろ、
‘‘血税のムダ遣い”そのものの監視を行う納税者団体の方が活動は積極的
である。加えて、連邦の歳出・予算、国庫からの支出金の是非について
も、監視をしている。すなわち、「役所の税金ムダ遣い」に加え、「議員の
地元利益誘導による不公正な税の使途」にまでおよんでいる。
　ちなみに、「議員の地元利益誘導による不公正な税の使途」の市民・納
税者による監視とは、市民・納税者が、予算を分析して、議員の地元利益
誘導を告発することをいう。
1　連邦予算はどのように成立するのか
　わが国では、予算編成は、内閣（行政府）の仕事になっている。これに
対して、アメリカは、予算法律説をとっており、毎年の予算はすべて法律
として議会で審議される。
　一方、連邦憲法は「この憲法によって付与される立法権は、すべて合衆
国連邦議会に属する」（1条1節）と定めている。この結果、議会は、毎
年、連邦各省庁が国庫からの支出を行うことを認める法案、つまり「歳出
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（予算充当）法案（appropriation　bills）」を仕上げて、通常の法律案と同じ
ように審議して成立させ、大統領の署名を得なければならない。
　言い換えると、通常の法律案と同じように、大領領は、議会がした意思
決定に不満なときは、歳出（予算充当）法案に拒否権を発動できる。ちな
みに、アメリカ連邦予算が成立するまでの過程は、次のとおりである。
〔図表12〕連邦予算の成立過程
時　　期 手　　順
・2月第1月曜日 大統領が予算教書というかたちで予算案を議会に提
出する。予算教書は、大統領府にある行政予算管理
局（OMB＝Office　ofManagement　and　Budget）が
作成する。
・2月15日 議会予算局（CBOニCongressionalBudgetOf且ce）が、
予算決議案作成の基礎資料となる歳出・歳入見積り
など財政方針に関する報告書を作成し、連邦議会両
院の予算委員会に提出する。
・予算教書から
　6週間以内
上下両院の各常任委員会は所管の施策（プログラム）
に関する予算について見積りをそれぞれの院の予算
委員会に提出する。各院の予算委員会は、公聴会を
開催、その後予算決議案を作成する。
・4月15日まで上院予算決議案、下院予算決議案を上下両院協議会
で調整、両院一致予算決議案を作成することにな
る。この場合において、上院・下院において両院一
致予算決議案を承認する最終期日（もっとも、この
期日は厳守されることが少ない）。
・5月15日 予算決議が問に合わない場合を含め、下院はこの日
から歳出委員会で個別の歳出（予算充当）法案の審
査を始めてもよい。予算決議で予算の総額が決まり、
歳出委員会に裁量的経費が配分される。歳出委員会
は、これを13の小委員会に配分。各小委員会は、大
統領の予算案や前年度の歳出（予算充当）法などを
基に歳出（予算充当）法案を作成する。小委員会で
の審査が終ると、親委員会に報告される。親委員会
でその法案の審査が終ると、本会議に報告される。
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・6月30日 下院の歳出（予算充当）法案の審査終了期日（もっ
とも、この期日は厳守されないことも多い）。
・7月～ 下院を通過した歳出（予算充当）法案は、上院に送
られる。上院では、通例、上院歳出（予算充当）法
案が可決されている。この場合、上院歳出（予算充
当）法案の可決を無効としたうえで、下院法案を上
院法案に書き換える修正をし、上院本会議で可決す
る。通例、下院法案との相違点は、上下両院協議会
で調整する。
・9月末まで 両院協議会で調整がっいた歳出（予算充当）法案は
各院で可決され、大統領の署名を経て成立する。
・10月1日 新財政年度の開始日。この日にいたっても歳出（予
算充当）法案の審議が終了していない場合には、暫
定歳出（予算充当）法案（continuingappropriation）
が作成され、継続決議（continuing　resolution）で
承認される。継続決議には期限があり、その期限前
に歳出（予算充当）法案が成立すれば、その決議は
無効となる。
2　国庫からの支出と歳出予算充当手続（法案）との関係
　次に、国庫支出金は、大きく①省庁の事務運営費や個別の施策（プログ
ラム）への支出と、②義務的経費支出とに分けることができる。いずれの場
合にも、個々の（a）歳出権限法があれば、それを根拠に支出が認められる。
　ただ、①省庁の事務運営費や個別の施策（プログラム）に支出が認めら
れるには、根拠として、（a）歳出権限法（authohzation　acts）に加えて、
（b）歳出（予算充当）法（appropriationacts）があることが必要である。
　一方、メディケアやメディケイドのような社会保障上のr②義務的経費
支出」については、必ずしも毎年の（b）歳出予算充当法の成立は必要と
されない。ちなみに、国庫支出金全体の3分の2は、この種の②義務的経
費支出である。
　ふつう、予算法とか歳出法とはいうのは、（b）歳出（予算充当）法
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（appropriation　acts）の方をいう。通例、上院歳出委員会（Committee　on
Appropriations）と下院歳出委員会（CommitteeonAppropriations）が、
11～13（現在12）の小委員会（subcommittees）で、11～13本の歳出（予
算充当）法案（appropriationbills）を作成することになる。
　もう少しわかりやすくいえば、アメリカの場合、予算は複数の本数の法
律として成立する。
　しかも、歳出には「裁量的経費」と「義務的経費」がある。「裁量的経
費」は、毎年成立する11～13本の‘‘歳出（予算充当）法”で認められる。
一方、「義務的経費」、つまり社会保障関連支出とかは、一度、‘‘歳出権限法
（authorizadonacts）”が定められれば、原則として毎年自動的に認められる。
　こうした仕組みを図説すると、次のとおりである。
〔図表13〕国庫からの支出と歳出予算充当手続（法案）との関係
②【義務的経費】支出
①省庁の事務運営費
　や個別の施策への
　【裁量的経費】支出
　　　　　　　（a）歳出権限法’（馴11算充当手続不要）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）歳出（予算充当）法案　《注記》
①省庁の事務運営費や個別の施策（プログラム）への支出【裁量的経費】
　　（全体の3分の1）（a）＋（b）
②義務的経費（entitlements）
　　（全体の3分の2）（a）のみで支出が可能
　（a）「歳出権限法（authorizationacts）」
　～各省庁に支出することを授権する個別の法律
　（b）「歳出（予算充当）法案（appropriationbills）」
　～毎年、連邦省庁が国庫からの支出を行うことを認める法律
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3　政府の浪費に反対する市民団体（CAGW）
　政府の浪費に反対する市民団体（CAGW）は、「役所の税金ムダ遣い」
に加え、「議員の地元利益誘導による不公正な税の使途」にもメスを入れ
て監視をするアメリカでもかなり規模の大きいNPOである。
（1）CAGWの使命と存在意義
　　「議員の地元利益誘導による不公正な税の使途」を市民・納税者のカで
監視することとは、具体的には、市民・納税者が、議会の予算（法）を分
析して、議員の地元利益誘導を告発（公開）することである。また、アメ
リカでは、「議員が地元選挙区などにばら撒く利益誘導型の国庫支出金」
は、俗語で‘‘ポークバレル（pork。barre1）”と呼ばれる。
　CAGWの特徴は、このポークバレルを徹底的に調査・分析し、市民・
納税者に開示する活動を行っていることである。
　二大政党制になると、議員の地元利益誘導型の国庫支出金（ポークバレ
ル）がなくなるというのは‘‘神話”である。（これは、わが国でも、これ
からはっきりしてくるものと思われる（37）。）自分の支払った税金が、特定
議員の選挙区にばら撒かれることを放任することは正義に反し・公正では
ないと考える連邦納税者が多いのではないか。また、こうしたことを放任
すれば、いずれは、その議員と特定企業や団体との癒着を招きかねない。
　しかし、議員の地元利益誘導型の国庫支出金（ポークバレル）について
は、議会の委員会が問題にし、GAO（連邦政府検査院）に検査依頼をす
る可能性はほとんどない。ここが、GAOの‘‘官”の公金（税金）使途監視
（37）　すでにこうした傾向が見られる。わが国の民主党中心の政府は、2010年度予算案
　の公共事業の予算を全国のどの事業にどう配分するかの方針（個所付け）に関する
　資料を、‘‘従来の予算成立後に正式決定し、その後に政府が地方自治体に伝えていた
　慣行”を破り、成立前の1月末に民主党に伝えていた。2010年度の予算案審議中に
　民主党本部経由で民主党の地方組織に個所付け資料が出回ってしまっていたため、
　野党が間題視した。日本経済新聞2010年2月12日朝刊参照。まさに、こうした事例
　に、議員の地元選挙区への利益誘導の萌芽を見ることができる。
アメリカにおける民間の公金使途監視団体の活動（石村）　（43）264
機関として限界といえる。まさに、CAGWのような、‘‘民間”の公金（税金）
使途監視団体の出番である。
（2）CAGWの概要
　CAGWの概要については、すでに前記〔図表4〕「主要な民間の租税政
策提言・草の根運動団体一覧」であげたところである。再掲すると、次の
とおりである。
〔図表14〕CAGWの概要
【活動分野】（b）歳出〔予算・使途〕の監視、議員のポークバレル〔連
邦議会での地元への利益誘導のための歳出〕の分析・公表・監視　【活
動内容】①納税者運動　【創立】1984年　【活動地域】全米　【本部】連
邦の首都・ワシントンD．C．【連邦法人所得税上の地位】法典504（c）
（3）【関連団体】法典504（c）（4）上の政府の浪費に反対する市民団体
委員会（CCAGW＝Councilfor　CitizensAgainst　GovemmentWaste）一②
納税者運動（市民オンブズマン）【会員】維持会員120万人
　「政府の浪費に反対する市民団体（CAGW）」は、この概要をみた限り
では、わが国でいう、いわゆる「税金オンブズマン」にあたる。連邦課税
上の地位は「501（c）（3）団体」である。したがって、CAGWに寄附し
た納税者は、確定申告の時に寄附金控除・損金算入ができる。ただ、浪費
実例があるということで、政治的広報活動や集会など草の根運動、さらに
立法府への働きかけなどをすると、「501（c）（3）団体」としての連邦課
税上の地位が危なくなる。そこで、こうした草の根運動を専門にやる「504
（c）（4）団体」である「政府の浪費に反対する市民団体委員会（CCAGW
＝Councilfor　CitizensAgainst　GovemmentWaste）」を設立している。すみ
分けはしているが、ギリギリの活動をしているといえる。
（38）　Available　at：http：／／www．cagw．org／．
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　この点、わが国の税金オンブズマンは、任意団体で、しかも財政的には、
ほとんど手弁当である。これに対して、CAGWとCCAGWは、共同で財政
情報を公表している。2005年の財政規模は、約600万ドルである。1ドル
100円で換算すると、6億円にもなる。収支内訳は、次のとおりである。
〔図表15〕CAGWとCCAGWの収入比率内訳
個人からの寄附 78％
財団や法人からの寄附 21％
その他投資所得や利子など　1％
〔図表16〕CAGWとCCAGWの支出比率内訳
調査研究費　　　　　　　8％
大衆教育費　　　　　　　62％
ロビー活動費　　　　　　　4％
管理費　　　　　　　　　8％
資金調達費　　　　　　　18％
（3）CAGWとCCAGWの活動の“原点”
　CAGWとCCAGWの財務内容から見ると、個人が幅広く活動を支えてい
ることがわかる。CAGW（政府の浪費に反対する市民団体）は、1984年に、
企業家の故ピーター・グレイス（Peter　Grace）氏とコラムニストのジャッ
ク・アンダーソンqackAnderson）氏の手で創設された。ねらいは、1982
年当時の‘‘小さな政府”をスローガンとするレーガン大統領の「民閲部門
よるコスト・コントロール面からの調査」計画を実施する委員会、通称
「グレイス委員会（Grace　Commission）」をサポートすることにあった。
　レーガン大統領は、グレイス委員会に対して、「政府の非効率や税金の
浪費を根絶するために警察犬のように休みなく作業を行うよう」に指示
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した。民間に行政をチェックさせるためである。グレイス委員会は、161
人の企業幹部と地域社会のリーダーが2，000人のボランティアの支援を得
て、2年間にわたり連邦政府全体の浪費事例の摘発を徹底的に行った。
この計画に投入された7，600万ドルは全額民間からの寄附で賄われた。こ
の調査の結果、グレイス委員会は、2，478件の改善勧告を行い、3年間で
4，244億ドルの費用削減につなげた。調査報告書は、47巻、21，000頁にも
のぼるものである。納税者に透明かつ説明責任を果たせる効率的な行政運
営のあり方についても数多くの提言が盛られている。
　CAGW（政府の浪費に反対する市民団体）は、このグレイス委員会報告
書を‘‘バイブル”に、その後も活動を続けているわけである。以来、20余
年にわたり、各種報告書の作成・公表などを通じて税金のムダ遣いの摘発
を続けてきているわけである。これまで、1兆ドル前後の税金のムダ遣い
に歯止めをかけたと見積もられている。
（4）民間寄附で支えられるCAGWとCCAGWの活動
　CAGWの活動を支える会員は、1988年2月時点では5，000人程度であっ
た。現在は、120万人を超えている。それだけアメリカの市民・納税者は、
自分の払った税金の使い途に強い関心を持っているということであろう。
こうした団体が、民問からの6億円もの寄附を得て運営されていることも
驚きである。
　行政機関が使途する公金（税金）の監視や、政府検査院（GAO）のよ
うな公金（税金）を使った機関では難しい議員の地元利益誘導型の国庫支
出金（ポークバレル）の告発を、公金（税金）を使わない民問のNPOで
あるCAGWとCCAGWが、寄附を原資にやっているのである。こうした事
実は、「市民が主役」のお題目を唱えているだけの政権政党にも学んで欲
しい点である。
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4　CAGWとCCAGWの活動の“実際”
　CAGW（政府の浪費に反対する市民団体）やCCAGW（政府の浪費に反
対する市民団体委員会）の活動については、CAGWとCCAGWのホーム
ページ（HP）からその概要がわかる。ミッション（団体の使命）は、納
税者の利益を守るために連邦政府機関での浪費・不正・濫費・非効率な運
営などの告発、根絶することである。行政機関だけでなく、連邦議会の活
動にもメスを入れている。
（1）納税者教育のために発行される数々の報告書
　CAGWは、季刊の機関誌『政府浪費ウオッチ（GovemmentWasteWatch）』
を発刊している。CAGWのHPから入手できる（39）。
　また『優先削減（PhmeCut）』というニューズレターも発行してい
る（40）。その内容は、優先的に予算案からカットすべき項目を提言するもの
である。2007年度提言としては、例えば、ホワイトハウスの若者向け薬
物撲滅キャンペーン費用（5年間で5兆1，200万ドルの削減）、精糖補助
金（5年間で8兆ドル）、先端技術推進プログラム（5年間で7兆2，100
万ドル）等々。理由は、定期的な費用対効果の評価が及ばないあまりに
も長期的かつ不透明なプログラムであることである。大統領の予算案に
盛られた項目などをチェックし、問題のある公金支出を市民・納税者へ
周知しているわけである。さらに、会員向けに会誌『浪費ウオッチャー
（Wastewatcher）』を発刊している。
（2）年報『議員の地元利益誘導型国庫支出金簿概要』の発行
CAGW（政府の浪費に反対する市民団体）の活動で、よく知られている
（39）　Available　at：http：／／www．cagw、org／assets／govemment－waste－watch／gww－pdfs／
　g四＿12＿2009－1Lpdf
（40）　Available　at：http：／／www．cagw．org／reports／prime－cuts／2010／2010－prime－cuts．htm1．
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のが、年次の『議員の地元利益誘導型国庫支出金簿（ピッグブック）概要
（Congressiona1PigBookSummary）』である（41）。ふっう「ピッグブック』
と呼ばれている。「ピッグブック』は俗語である。‘‘ピッグ”、とか‘‘ポー
ク”とか、“ポークバレル（pork，barre1）”は、俗語である。「議員が地元
選挙区などにばら撒く利益誘導型の国庫支出金」をさす。
　アメリカの場合、上院議員は州の代表であり、下院議員は選挙区の代表
である。上院議員は100人であるが、任期6年（2年ごとに3分の1改選）
で安定している。しかし、下院議員435人（＋属領などからの代議員）は
任期が2年である。このため、絶えず次の選挙を考えなければならない。
地元有権者の関心を引きっけるためには、選挙区などにばら撒く利益誘導
型のカネを議会で獲得してくるのが手っ取り早い手段なわけである。
　議員が、法律に基づいて連邦議会が特定の施設をどこかの州につくると
する。その場合に、議員が自分の選挙区に誘致するように働きかけ、補助
金のかたち、直接支出のかたち、あるいは研究費のかたちなどで国庫支出
金をぶんどろうと必死になる。CAGWは、「議員が地元選挙区などにばらま
く利益誘導型の国庫支出金」のリストをつくって公表しているわけである。
　CAGWは、専門スタッフをかかえて、こうした情報を分析・公表して
いる。CAGWは独自に、一定の基準にしたがって、連邦予算を調べて、地
元利益誘導をしている施策（プログラム）、議員、金額などを『ピッグブッ
ク』年報にして、公表しているわけである。この場合、次の7つの基準の
うち、1つ、できれば2っ以上の基準に合致する支出金を‘‘ピッグ”、と
か“ポーク”とか“ポークバレル”にあたるとしている。
（41）　Available　at：http：／／www。cagw．org／reports／pig－book／2009／．
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〔図表17〕CAGWの議員の利益誘導国庫支出金の判断基準
・連邦議会の一方の院のみからの予算要求に基づくもの
・支出場所が指定されたものではない
・競争入札により支出されていない
・大統領からの予算要求によるものではない
・大統領の予算教書に盛られた額もしくは前年の歳出額を大きく超過
するもの
・議会の公聴会での審査の対象とならないもの、または、
・特定地域もしくは特別の利益に奉仕するもの
こうした地元利益誘導型の支出金にっいては、政府機関（省庁）別に、
金額と誘導した議員名、場所等をレポートにまとめて公表している。
　2009年歳出（予算充当）法に盛り込まれた露骨なポークバレルで、
2009年版の『議会ピッグブック概要（2009Pig　Book　Summary）』（42）に掲
載された【実例】を抜粋して、以下に紹介する。
〔図表18〕09年版『議会ピッグブック概要』に露骨なポークバレルとして掲載された例（抜粋）
　2009財政年度においては、連邦議会の12の歳出（予算充当）法案のなか
に、政府の省や立法府が立てた、1万160件の施策（プロジェクト）が盛
られている。これらのプロジェクトにかかる歳出総額は、196億ドル（1兆
9，600億円、1＄一100円）に上る。1万160件の総プロジェクトのうち、
341件、総額で42億ドル（4，200億円）が、‘‘悪質かっ露骨なポークバレル（議
員による地元選挙区への利益誘導）”にあたるとして、その概要が2009年
版『議会ピッグブック概要（2009PigBookSummary）』に掲載された。
　ちなみに、1～9の歳出（予算充当）法は、2009年包括的歳出（予算充
当）法（OmbusAppropdadonsActof2009）に編入されている。また、10
～12は個別歳出（予算充当）法によっている。
：【抜粋したプロジェクト実例】プロジェクト歳出額～概要
Food，and　DrugAdministration　and　Relate（lAgencies　AppropriationsAct）
《ポークバレルに指定されたプロジェクト数14・総額1億3，610万ドル》：
（42）　Available　at：http：／／www。cagw．org／reports／pig－book／2009／．
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【実例1】454万5，000ドル～19人の上院議員および10人の下院議員の
提案に基づき、10の州で実施している木材利用調査。この調査は、
1985年以来継続して実施されている。しかし、何を発見するために調
査を行ってきたのかが定かではない。この調査に関し、これまで、総
計で9，530万ドルが納税者の負担となっている。
【実例2】17万3，000ドル～スーザン・コリンズ上院議員（共和党・メ
イン州選出）、オリンピア・スノー上院議員（共和党・メイン州選出）、
トーマス・アレン前下院議員（民主党・メイン州選出）、マイケル・
ムシャウド（民主党・メイン州選出）の提案に基づき、実施している
低木ブルーベリー（10wbush　blueberry）に関する調査。この調査は、
1995年以来継続して実施されている。しかし、2008年8月10日の雑誌
（Newsdaycom）記事によると、低木ブルーベリーの全米生産量の99％
はメイン州産である。したがって、この調査に対しては、連邦ではな
く、メイン州が歳出すべきである。この調査に関し、これまで、317万
4，705ドルが連邦納税者の負担となっている。
Justice，Science，andRelatedAgenciesApPropriationsAct）《ポークバレ
ルに指定されたプロジェクト数22・総額1億9，814万ドル》
【実例1】1，165万5，000ドル～アラン・モローハン下院CJS予算充当小委
員会委員長（民主党・ウエストバージニア州選出）の提案に基づく、ウ
エストバージニア大学環境センターヘの175万ドル、ウエストバージニ
ァ州天然資源局水流回復計画への75万ドル、全国青年科学財団（NaUonal
Ybuth　Science　Foundation）が主催する青年科学発体験および科学キャ
ンプ課程への30万ドル、およびその他ウエストバージニア州内の数多
くの小規模自治体警察の法執行取締プログラムヘの歳出などを含む。
【実例2】20万ドル～ハワード・バーマン（民主党・カリフォルニア州
選出）提案に基づく、プロビデンス・ホーリー・クロス財団の刺青除去
暴力防止計画への歳出。
【実例3】15万ドル～スーザン・コリンズ上院議員（共和党・メイン
州選出）、オリンピア・スノー上院議員（共和党・メイン州選出）、トー
マス・アレン前下院議員（民主党・メイン州選出）、マイケル・ムシャ
ウド（民主党・メイン州選出）の提案に基づき、メイン州天然資源局
が実施している大型えび調査への歳出。ヘリテイッジ財団は、「メイン
州によると、『大型えび調査計画』では、30年間にわたるメイン海岸の
大型えびの商業上および生息数の統計を集めているだけのものである」
ことを指摘している。
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【実例4】11万5，000ドル～マイク・ホンダ下院CJS予算充当小委員会
委員（民主党・カリフォルニア州選出）提案の、サン・ジョーズ州立
大学での次世代の天気予報者育成計画への歳出。
Development　AppropriadonsAct）《ポークバレルに指定されたプロジェク
ト数15・総額3億8，760万8，000ドル》
【実例1】8，700万ドル～ぺ一ト・ドミニク上院エネルギーおよび水利
予算充当委員会小委員会長老委員（当時）（共和党・ニューメキシコ州
選出）は、①リオグランデの改修に1，800万ドル、②気象変動立体画像
表記装置の設置に475万7，500ドル、③ニューメキシコ州の環境整備に
382万8，000ドル、④ニューメキシコ州内の灌概施設整備に191万4，000ド
ルなど、総額で8，700万ドル超の地元への利益誘導のための歳出に加担。
【実例2】7，070万ドル～ダイアン・フェインスタイン上院予算充当委
員会エネルギーおよび水利小委員会委員（民主党・カリフォルニア州選
出）は、①地元の水リサイクル・プログラムに800万ドル、②サン・ラ
モン渓谷の水リサイクル・プログラムに287万1，000ドル、③南サンフ
ランシスコ海岸線の調査に267万7，000千ドル、④ロスアンゼルス港や
運河の掘下げに88万5，000ドル、⑤廃棄された鉱山の改修に67万ドル、
⑥カーピンテリア海岸線の調査に23万9，000ドル、⑦コヨーテダムの調
査に11万ドル、そして⑧マリブ川流域調査に9万6，000ドルなど、総額
で7，070ドル超の地元への利益誘導のための歳出に加担。
GovemmentAppropriationsAct）《ポークバレルに指定されたプロジェ
クト数4・総額4億1，738万6，000ドル》
【実例1】3大統領記念図書館へ4，150万ドル～①マサチューセッツ州
ボストンにあるジョン・F・ケネディ大統領記念図書館に対し、ジョ
ン・ケリー上院議員（民主党・マサチュセッツ州選出）、ステファン・
リンチ下院議員（民主党・マサチュセッツ州選出）、およびエドワー
ド・マーキー下院議員（民主党・マサチュセッツ州選出）が2，200万ド
ル。②ニューヨーク州ハイド・パークにあるフランクリン・D・ルーズ
ベルト大統領記念図書館に対し、与党上院リーダーであるハリー・レ
イド議員（民主党・ネバダ州選出）、チャールズ・シューマー上院議員
（民主党・ニューヨーク州選出）およびカーステン・ギリブランド（民
主党・ニューヨーク州選出）が1，750万ドル。③テキサス州オースティ
ンにあるリンドン・B・ジョンソン大統領記念図書館に対し、ケイ・
B・ハッチソン上院議員（共和党・テキサス州選出）が2，000万ドルの
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歳出に加担。これら3大統領記念図書館には、前年度も歳出が行われ、
2年問総計歳出額は5，400万ドル超に達する。加えて、これら図書館
は、国家公文書・記録庁（NationalArchives　and　Records）から補助金
を、毎年、それぞれ、①388万3，000ドル、②293万5，000ドル、③164万
ドル、交付されている。しかも②を除き、他の図書館は入館料を徴収
している。
【実例2】9万8，000ドル～ジェームス・モーラン下院予算充当委員会
財政サービス等小委員会委員（民主党・バージニア州選出）は、連邦
首都ワシントンD．C．のジョウジタウンから自分の選挙区であるバージ
ニア州ロスリンまでのバス・サービスの改善のための資金を、連邦中
小企業庁（SBA）を通じて交付させた。
Environment，and　Related　Agencies　Appropriations　Act）《ポークバレルに
指定されたプロジェクト数22・総額1億9，486万3，000ドル》
【実例1】7，369万ドル～ダイアン・フェインスタイン上院予算充当委
員会内務等予算充当小委員会委員（民主党・カリフォルニア州選出）
は、①ゴールデンゲート国定レクリエーション地域の2っのプロジェ
クトに560万ドル、②サンフランシスコ湾改修補助に500万ドル、③ア
ングル島灌概施設に125万ドル、④ヨセミテ国定公園のトンネル付設に
80万ドル、⑤ウイスキータウン国定レクリエーション地域に46万ドル
など、総額で7，369万ドル超の地元への利益誘導のための歳出に加担。
【実例2】2，900万ドル～エド・パスター下院予算充当委員会内務等予
算充当小委員会委員（民主党・アリゾナ州選出）による歴史的建造物
保存のための歳出。しかし、当該歴史的建造物保存向けの歳出は20万
ドル程度が妥当で、この歳出額は、明らかに過大である。この点につ
いて、パスター議員は、地元紙（2009年2月25日）に「これらのプロ
ジェクトは、アリゾナの州民やコミュニティにとり重要なものである」
と一言述べるに留まっている。
法（Labor／HHS＝Department　ofLaboちHealth　an（i　Human　Services，and
Education，andRelatedAgenciesAppropriationsAct）《ポークバレルに
指定されたプロジェクト数17・総額3億1，119万2，000ドル》
【実例1】1兆3，272万9，000ドル～トム・ハーキン上院予算充当委員会
Labor／HHS等予算充当小委員会委員長（民主党・アイオア州）は、84
プログラム・総額1兆3，272万9，000ドルの歳出に、①ハーキン奨学金プ
ログラムを継続するためにアイオア州教育省へ574万1，000ドル、②ア
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イオア州の交響楽団の研修プログラムヘ38万1，000ドルのポークバレル
〔地元への利益誘導目的の歳出〕を押し込んだ。トム・コバーン上院議
員（共和党・オクラホマ州選出）は、①ハーキン奨学金プログラムヘ
の歳出を止めようとしたが、43対61で否決された。
【実例2】1兆1，187万2，000ドル～ダニエル・イノウエ上院予算充当委
員会委員長（民主党・ハワイ州選出）は、①ハワイ先住民の教育へ3，331
万5，000ドル、②ハワイ大学の公文書館での文化教育へ23万8，000ドル、
③ハワイ大学法科大学院保健政策センターヘ23万8，000ドル、④ホノル
ルにあるポリネシアン航海協会の教育プログラムヘ23万8，000ドル、⑤
ホノルルにあるビショップ博物館の教育プログラムヘ19万ドルなど28
プロジェクトのなかにポークバレル〔地元への利益誘導のための歳出〕
を押し込んだ。
7難難灘i嬢嚢歳出（予算充当）法（Legislative　Branch　AppropriaUons　Act）
《2プロジェクト・総額28万5，000ドル》
【実例1】95，000ドル～デビー・W・シュルツ下院予算充当委員会立法
府予算充当小委員会委員長（民主党・フロリダ州選出）は、フロリダ
大学ボブ・グラハム公共サービスの市民参加センターヘ9万5，000ドル
のポークバレルを押し込んだ。
State　an（i　Foreign　Operations　and　Related　Programs　Appropriations　Act）
《ポークバレルに指定されたプロジェクト数4・総額1億8β92万5，000
ドル》
【実例1】792万5，000ドル～16の海洋保全機関や委員会からなる国際
漁業委員会への歳出。①グレイト・レイク委員会へ606万ドル、②国際
太平洋おひょう委員会へ120万ドル、③太平洋さけ委員会へ26万4，000
ドル、④西部および中央太平洋漁業委員会への10万9，294ドルの歳出を
含む。
Transportation，Housing　and　Urban　Development　and　Related　Agencies
AppropriationsAct）《ポークバレルに指定されたプロジェクト数22・総
額2億1，012万8，500ドル》
【実例1】3，001万9，991ドル～キット・ボンド上院予算充当委員会
THUD等予算充当小委員会長老委員（共和党・ミズーリー州選出）は、
①州内のフェリー・サービス効率化のためのルート240陸橋の改修へ95
万ドル、②ミズーリー運輸研究所へ95万ドル、③ジョプリンという都
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市の再生へ47万5，000ドル、および④レメイ・コミュニティ・センター
の設立計画へ47万5，000ドルのポークバレルを織り込んだ。
10i翻麟i！歳出（予算充当）法（DOD＝DepartmentofDe免nseAppropriaHons
Act）《ポークバレルに指定されたプロジェクト数15・総額8兆2億3，726
万4，000ドル》
【実例1】142の匿名プロジェクトヘ64兆3，041億4，000ドル～この金額
には、①20機のF－22A戦闘機の先行調達費、5億2，300万ドル、②DDS－
51戦艦の先行調達費、2億ドル、③1機のC－40航空機の調達費、8，800万
ドル、および④1機のG37B航空機の調達費、7，023億ドルを含む。
11纏灘灘難擦i鰯歳出（予算充当）法（HomelandSecurityAppropriaUons
Act）《ポークバレルに指定されたプロジェクト数4・総額1億1，385万
2，000ドノレ》
【実例1】2，700万ドル～サド・コーチャン上院予算充当委員会長老委
員（共和党・ミズーリー州選出）、ラマー・アレキサンダー前上院国土
安全保障予算充当小委員会委員（共和党・ミズーリー州選出）、および
ロジャー・ウィッカー上院議員（共和党・ミズーリー州選出）は、ミ
ズーリー州にある国土安全保障省（DHS）のオークリッジ全国研修所
（ORNL）で実施されている「南東地区調査計画（SERR【）」〔州や地方
などのテロリスト攻撃を予測し、かつ、災害への対策を講じる指導者
の育成を目的としたプログラム〕へのポークバレルにあてはまる歳出。
ちなみに、DHSからは、SERRIへの特段の予算要求が出ていない。
Department　ofVbterans　A［fε由rs，and　Related　Agencies　Appropriations　Act）
《ポークバレルに指定されたプロジェクト数5・総額1億1，155万ドル》
【実例1】軍基地内の礼拝堂（チャペル）建設の6プロジェクトに4，423
万ドル～①チェット・エドワード下院軍施設等予算充当小委員会委員
長（民主党・テキサス州選出）およびジョン・カーター下院軍施設等
予算充当小委員会委員（共和党・テキサス州選出）は、テキサス州に
ある合衆国軍フォートフード基地の教育センターに付設される礼拝堂
へ1，750万ドル、②マイク・マックインタイアー下院議員（民主党・ノー
スカロライナ州選出）は、ノースカロライナ州の合衆国軍フォートブ
ラッグ基地の礼拝堂へ1，160万ドル、③テリー・エベレット前下院議員
（共和党・アラバマ州選出）は、アラバマ州の合衆国軍フォートラッ
カー基地の礼拝センターヘ680万ドル、④サム・ブラウンバック上院下
院軍施設等予算充当小委員会委員（共和党・カンザス州選出）および
ナンシー・ボーイダ前下院議員（民主党・カンザス州選出）は、カン
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ザス州にある合衆国軍フートレーベンワース基地の礼拝施設へ420万ド
ル、⑤イケ・スケルトン下院議員（共和党・ミズーリー州選出）は、
ミズーリー州にある合衆国軍フォートレオナルドウッド基地の礼拝施
設へ350万ドル、⑥ミッチ・マコーネル上院予算充当委員会委員（共和
党・ケンタッキー州選出）、ラマー・アレキサンダー上院予算充当委員
会委員（共和党・ケンタッキー州選出）、ジム・バニング上院議員（共
和党・ケンタッキー州選出）、ボブ・コーカー上院議員（共和党・テネ
シー州選出）、ザッハ・ワンプ下院予算充当委員会委員（共和党・テネ
シー州選出）、ジョン・タナー下院議員（民主党・テネシー州選出）、
およびエドワード・ウイットフィールド下院議員（共和党・ケンタッ
キー州選出）は、ケンタッキー州の合衆国軍フォートキャンベル基地
の礼拝施設へ63万ドルのポークバレル歳出。
【実例2】3，000万ドル～ダニエル・イノウエ上院予算充当委員会軍施
設等予算充当小委員会委員（民主党・ハワイ州選出）、ダニエル・アカ
タ上院議員（民主党・ハワイ州選出）、および二一ル・アバークロン
ビー下院議員（民主党・ハワイ州選出）は、ハワイ州にあるポハクロ
ア訓練場に警戒水準フェイズ5段階用横断道路建設費として、3，000万
ドルのポークバレル〔地元への利益誘導のための歳出〕を引き出した。
ちなみに、2002年以降、ポハクロア訓練場は、総計で7，740万ドル超の
ポークバレルを受け取っている。
すでにふれたように、‘‘ポークバレル（議員による地元選挙区への利益
誘導）”は、通例、裁量的経費として国庫支出を認める連邦〔予算充当〕
法案に盛り込まれている。
そこで、CAGWは、毎年、11から13の連邦〔予算充当〕法案を総点検
している。2009財政年度については、ポークバレルが盛り込まれた12の
連邦〔予算充当〕法案があることを指摘している。それらの中にある9，963
件のポークバレルを抽出し、それぞれについて分析し、報告書にまとめ、
公表した。2009財政年度だけでも、問題となるポークバレルは総額で290
億ドルにのぼる。
①ポークバスターズとは
CAGWのような“政府の浪費をチェックしている団体”を、俗に“ポー
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クバスターズ（porkbusters）”と呼んでいる。和訳すれば、「ポーク撲滅団
体」といったところかも知れない。前記〔図表4〕「主要な租税政策提言・
税金（公金）使途監視団体一覧」にあげた「ヘリテージ基金」や「全米納
税者連盟」、さらには「成長のためのクラブ（Club　forthe　Growth）」、「繁
栄のためのアメリカ市民団体（Americans　for　Prosperity）」なども、ポー
クバスターズにあたる団体である。
②　超党派のポークバスター議連
　ポークバレル、あるいはポー久つまり‘‘議員による地元選挙区への利
益誘導”の摘発にっいては、ポークバスターズは、議員と連携している。
先ほど、〔図表17〕「CAGWの議員の利益誘導国庫支出金の判断基準」を
あげたが、CAGWは、あの基準を、超党派の「ポークバスター議員連盟
（CongressionalPorkbustersCoalition）」と一緒になってつくりあげた。
　ポークバスター議員連盟は、民主党と共和党の議員が連携し、政府歳出
カット、公金の浪費にストップをかけることをねらいに1991年に立ち上
げられた。ターゲットとしては、例えば、養蜂業者やピーナツ生産者への
農業関係補助金支出、高等教育機関への公募競争を回避したかたちでの研
究費支出等々である。もっとも、こうした議連は、選挙結果次第で、メン
バーの動きが激しく、CAGWが、議員に手紙を書いて、議連の活動を活発
に行うように激励している。
（3）年報『議会評定』の発行
　CAGW（政府の浪費に反対する市民団体）の活動の方に話を戻す。
CAGWと姉妹関係にあるCCAGW（政府の浪費に反対する市民団体委員
会）が、他に年報のかたちで『議会評定（Congressional　Ratings）』を出
版している。
　「501（c）（3）団体」であるCCAGWは、ロビー活動ができない。そこ
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で、深く政治が絡む問題については、「501（c）（4）団体」であるCAGW
が担当しているわけである。ここでいう‘‘評定（ratings）”とは、重要な
課税問題と歳出問題について、各議員がどういった投票行動をしているの
かを評価することを指す。
　っまり、例えば、増税案がでてくるとそれに対して、各議員がどういっ
た投票行動をとったかを調べて公表するわけである。イラク駐留米軍の戦
費支出をめぐる大統領と議会多数派の民主党とが対立したのは周知のとこ
ろである。この場合にも、当然、各議員の投票行動が評価の対象となるわ
けである。端的にいえば、議員が、一般納税者の利益に投票を行ったかど
うかの‘‘評定”を行っているわけである。
　CAGWは、団体としてのミッション（使命）を持っている。CAGWの使
命は、まず「税収保全と歳出削減」である。それから、「税金を払ってい
る一般の人たちに対し、大きな政府の考え方にたって選挙区にムダな計画
を誘致し公金をばらまくことは良くないことだとの啓蒙活動をすること」
にある。
　こうした‘‘啓蒙活動”をしっかりやり、選挙民も“政治倫理”をよくわ
きまえることが大事なわけである。これをわきまえないと、地元への利益
誘導型の議員だけが一方的に評価されることにもなりかねないからであ
る。わが国の市民オンブズマン運動がカを入れるべき点でもある。
むすびにかえて
　わが国においては、役所に依存することが大好きな国民性からすれば、
市民目線で、民問の‘‘公金（税金）を使わない公金（税金）の使途監視シ
ステム”の構築、その積極的な活用を訴えることは、非現実的ととられる
かも知れない。また、‘‘わが国の市民団体（NPO）にそのような資質があ
るとは思えない”、という声があがるかも知れない。しかし、‘‘非現実的”
との見方を‘‘現実的”に変えるためにも、アメリカに数多く存在する多様
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な‘‘公金（税金）を使わない公金（税金）の使途監視団体”の活動に大い
に学ぶ必要がある。
　政権政党が“市民が主役”を政策の柱とするというのならば、民間の
‘‘公金（税金）を使わない公金（税金）の使途監視システム”や、ゴーン
グコンサーンである‘‘税金（公金）を使わない税金（公金）の使途監視団体”
を育てる政策が求められている。言い換えると、公金（税金）を使った公
金（税金）の使途監視システムを闇雲に強化したり、役所の後ろ盾を得て
すすめられる‘‘政治主導”をプロパガンダとした「事業仕分け」のような、
高給な議員のパフォマンスを活用することではない。
　真に‘‘市民が主役”の国づくりをするというのであれば、“公金（税金）
の使途監視”についても大胆な発想の転換が求められる。「議員の地元利
益誘導による不公正な税の使途」の解明のような、官の監視機関では踏み
込みにくい領域でも発言できる民の公金（税金）使途監視団体などの育成
強化も含めたNPO大国を目指す必要がある。言い換えると、目指すとこ
ろは、社会や政治に発言しない、黙々とタダ働き中心のNPO育成策では
ない（43）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部教授）
（43）本稿は、日本財政法学会第28回研究大会（2010年3月20日、於：神奈川大学）に
　提出した資料に加筆したものである。
